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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、スリランカ民主社会主義共和国と締結した討議議事録（R/D）に

基づき、技術協力プロジェクト「乾燥地域の灌漑農業における総合的管理能力向上計画」を2007

年6月から4年間の予定で実施しています。 

このたび当機構は、本プロジェクトの協力期間の終了に向け、スリランカ民主社会主義共和国

側と合同でこれまでの活動実績や目標達成状況について総合的な評価を行うとともに、今後の方

向性を協議するため、2010年11月25日から12月15日にかけて終了時評価調査を実施しました。 

本報告書は、同調査団によるスリランカ民主社会主義共和政府関係者との協議及び評価調査結

果等を取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されるこ

とを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表しま

す。 

 
平成26年2月 

 
独立行政法人国際協力機構 
スリランカ事務所長 青 晴海 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：スリランカ民主社会主義共和国 
案件名： 

乾燥地域の灌漑農業における総合的管理能力向

上計画 

分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAスリランカ事務所 協力金額：2億4,000万円（評価時点） 

協力期間 
（R/D）：2007年6月1日～ 
    2011年5月31日 

先方関係機関：灌漑・水資源管理省（MIWRM） 

日本側協力機関：農林水産省 

他の関連協力： 
開発調査「灌漑分野に係る総合的管理能力向上

計画調査」 ・有償資金協力「農村経済復興開

発事業（PEACE）」 

１－１ 協力の背景と概要 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）の乾燥地域の農村部では、

農外雇用・所得の機会が限られ、中小規模農家の大半が低い所得水準から脱却できない状況に

ある。乾燥地域は国土の約70％を占め、コメ生産量が全体の約80％という穀倉地帯であり、中

小規模農家の水稲生産は灌漑に大きく依存しており、低い収益性、不適切な末端施設の維持管

理、非効率的な水管理、といった問題点を抱えている。 
これらの課題を解決するためには、中小規模の稲作農家を対象に、生産コストの削減、水利

用の効率化等による土地生産性の向上、畑作の導入による生産の多様化、組織化（農民の組織

化、土地利用の集団化、集出荷の共同化等）による生産性向上などを組み合わせた総合的な改

善策が必要である。特に、灌漑農業分野においては、水資源の効果的かつ公平な利用を通じた

灌漑面積の拡大及び畑作物の生産拡大等による生産性及び所得の向上が不可欠であり、そのた

めには関連する政府職員及び農民組織に対する総合的な灌漑管理能力の向上が求められてい

る。 
このような背景の下、JICAは政府職員及び農民組織の灌漑分野に係る総合的な管理能力を高

めるための計画を作成することを目的として、2005年10月から2006年7月にわたり、開発調査

「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画調査」を実施した。同調査は、乾燥地域を代表する

アヌラダプラ県に位置する灌漑地区2カ所を対象とし、灌漑、農業、流通・加工各セクターの

主要問題点とその改善方向を示したうえで当該セクターの能力向上計画を取りまとめた。本プ

ロジェクトは同調査の結果を受け、スリランカ政府の要請を踏まえ、農業生産性の向上に向け

た政府職員〔大規模灌漑・水管理を担う灌漑・水資源管理省（Ministry of Irrigation and Water 
Resource Management：MIWRM）灌漑管理部、灌漑局職員を中心としつつ、普及・研修を担う

農業省職員、小規模灌漑・水管理を担う農業開発省及び州政府農業・畜産関連現場職員等〕と

農民組織の能力向上を実現する体制を確立することを目標に、2007年6月より実施されてきて

いる。 
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１－２ 協力内容 

本案件は、スリランカ対象2県において、農業生産性を向上させるために政府職員と農民組

織の能力向上を図る総合的な研修体制を確立することを目標とする。具体的には①農民組織の

運営管理、②灌漑施設管理・水管理、③農業生産、④流通加工の4分野における政府職員と農

民組織の能力強化・改善、及びカウンターパートを指導員とし他の政府職員の能力向上を図る

ための体制整備、に係る技術協力を行う。 
    
（1）上位目標 

対象地域において農家の農業所得が向上する。 
 
（2）プロジェクト目標 

農業生産性を向上させるために、政府職員と農民組織の能力向上を図る総合的メカニズ

ムが確立される。 
 
（3）成 果 

1．モデルサイトにおいて、農民組織の運営管理に関する政府職員と農民組織の能力が強

化・改善される。 
2．モデルサイトにおいて、灌漑施設管理・水管理に関する政府職員と農民組織の能力が

強化・改善される。 
3．モデルサイトにおいて、農業生産に関する政府職員と農民組織の能力が強化・改善さ

れる。 
4．モデルサイトにおいて、マーケティング・加工に関する政府職員と農民組織の能力が

強化・改善される。 
5．モデルサイトで開発・改善された研修・ファシリテーション技術を、政府職員や研修

機関が、他の職員・機関に普及するためのメカニズムが提案される。 
 
（4）投 入 

日本側：総投入額 2億4,000万円（評価時点） 
長期専門家派遣：延べ4名 
短期専門家派遣：延べ4名 
スリランカ人専門家：延べ5名 
研修員受入：本邦研修17名（評価調査後の予定4名を含む） 
機材供与：2,104万8,114円 
ローカルコスト負担：7,459万4,668.64 スリランカ・ルピー（計画額を含む） 

 
スリランカ側：カウンターパート配置：延べ129名 

プロジェクト執務室及び付帯施設 
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２．評価調査団の概要 

調査者 

 
担当分野 氏 名 所属・職位 

団長・総括 大塚 卓哉 JICAスリランカ事務所 次長 

農業生産/流通加工/普及 金森 秀行 JICA国際協力専門員 

農民組織/灌漑・水管理 野村 栄作 農林水産省農村振興局整備部設計課海外

土地改良技術室 課長補佐 

評価分析 板垣 啓子 株式会社グローバル・リンク・マネジメン

ト 研究員 

計画管理 園山 英毅 JICAスリランカ事務所 企画調査員 
 

調査期間 2010年11月25日～12月15日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標「農業生産性を向上させるために、政府職員と農民組織の能力向上を

図る総合的メカニズムが確立される」の達成状況：プロジェクトが実施した調査によれば、

研修受講者の研修満足度は政府職員（99％。なお、習得知識・技術の実践割合は94％）、

農民（100％）と共に高く、モデルサイトの全農民組織（Farmer’s Organization：FO）の能

力評価の結果も著しく改善されている〔2007年11月のベースライン調査時と比較し、2010
年11月の最新調査時（以下、「終了時評価時点」）には3地域平均154％の上昇率〕。研修諮

問委員会や作業委員会の活動についても確認され、協力期間終了までにプロジェクト目標

が達成される見込みは高いと判断される。 
 
（2）アウトプットの達成状況 

成果1「モデルサイトにおいて、農民組織の運営管理に関する政府職員と農民組織の能

力が強化・改善される」：プロジェクトで実施された研修について政府職員への質問

票調査において、研修への満足度は100％、習得知識・技能の実践割合も94％から100％
となっている。2つ以上の研修に参加した回答者の全員が習得知識・技能を実践して

いる。モデルサイトではFOが既にコミュニティ開発計画及び集落開発行動計画

（Community Action Plan：CAP）を策定・実施しており、加入資格保有農民の加入割

合も全FOで100％を達成した（ベースライン調査時は2カ所の対象地域では75％、83％
と指標が達成されていなかった）。年次総会へのFO構成員の参加率にも著しい改善が

みられ（ベースライン調査時は10～25％であったが、終了時評価時点では46～72％に

上昇）、全FOにおいておのおの4分野（灌漑、稲作、家庭菜園、畜産）の部会が下部組

織として設置されている。したがって、本成果は既に達成されたと判断される。 
 

成果2「モデルサイトにおいて、灌漑施設管理・水管理に関する政府職員と農民組織の

能力が強化・改善される」：灌漑及び水管理の分野で実施された研修に対する政府職

員の満足度は全研修について100％、習得知識・技能の実践割合は67～100％、平均で

86％であり、指標の目標値を達成している。一方、モデルサイトにおいては、対象の
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全FOが水路や農道、その他の末端灌漑施設の改修を行っており、水管理についても各

FOが水管理計画を策定しており、それに基づいた適切な配水が行われている（中間レ

ビュー時には水管理計画策定に係る活動は開始したばかりであり、成果を確認するこ

とは困難であった）。したがって、本成果は既に達成されたと判断される。 
 

成果3「モデルサイトにおいて、農業生産に関する政府職員と農民組織の能力が強化・

改善される」：農業生産に関連して実施されたさまざまな研修に対する政府職員の満

足度及び習得知識・技能の実践割合は共に92～100％、平均で98％であり、指標の目

標値を達成している（本指標については中間レビュー時に既に達成済）。これら農業

生産技術に関する研修に参加したモデルサイトの農民も、習得知識・技術を活用して

いる。営農多様化に関しては、3モデルサイトのすべてにおいて、FOの部会の活動を

通じ、家庭菜園や畜産などの活動が導入されたほか、キンブルワナ（Kimbulwanaoya）
及びラジャンガナ（Rajangana）では乾期の水田での作物多様化が試みられた。なお、

全FOにおいて配水計画に基づく作付計画が策定・実施されており、農業投入材の共同

購入システムも導入されている。以上より、本成果は既に達成されたと判断される。

 
成果4「モデルサイトにおいて、マーケティング・加工に関する政府職員と農民組織の

能力が強化・改善される」：マーケティング・加工の分野において、市場情報や起業

促進に関連した研修を実施しており、質問票調査の対象となった全政府職員の全員

（100％）が、研修内容は満足すべきものであり、習得内容を自らの業務に活用して

いると回答している。モデルサイトの農民はカシューナッツ、ライム、コメなどの加

工とマーケティングに関する研修を受講しており、これらの加工技術を活用した収入

向上活動が計画・開始されている。したがって、本成果は既に達成されたと判断され

る。 
 

成果5「モデルサイトで開発・改善された研修・ファシリテーション技術を、政府職員

や研修機関が、他の職員・機関に普及するためのメカニズムが提案される」：本成果

の指標となる活動は今般調査時点では未実施であるが、研修活動のモニタリングや評

価など、本成果達成に向けた準備活動が進められており、2011年3月に実施予定の総

合的研修プログラム、ワークショップ及びセミナーの詳細計画内容も検討されてい

る。これらの活動が予定どおりに実施される可能性は高く、本成果がプロジェクト終

了時までに達成される見通しは高いと判断される。 
 
（3）中間レビューにおける各提言への対応 

1）農民組織管理 
コミュニティ・ディベロップメント、リーダーシップ育成、農家における農業会計に

関する研修が政府職員と農民に施された/施される予定である。また、農民の潜在的ニー

ズを明確にするべく、フォローアップCAPワープショップが行われた/行われる予定であ

る。 
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2）灌漑施設管理・水管理 
① モデルサイトにおいて地理情報システム（Geographic Information System：GIS）を

継続的に適用し更新していくため、灌漑技師事務所職員へのGISシステム研修等が

実施され、また同事務所内への専任部署設置、専門人材の配置が行われた。 
② 農民組織の管理能力向上のためのすべての灌漑スキームへの専任プロジェクト・マ

ネジャー配置については、人員不足のため実現できていない。 
③ 現場で働く政府職員が本プロジェクトの活動に滞りなく従事できるよう、車両燃

料・日当予算をスリランカ政府側も分担した。 
④ 灌漑施設の改修にかかわる準備作業の遅延を防ぐため、灌漑局の幹部職員によるモ

ニタリング会合が4回実施され、かつ週ごとの関係者会合が実施された。 
 

3）農業生産、流通・加工 
① 稲作に関し、農民組織の小委員会内に25～30名から成る部会がさらに組織され、小

委員会の機能性や活動の効率性が高まった。また、農民組織の要望に応じ、共同出

荷、加工、農産物の付加価値の向上に係る政府職員及び農民への研修等が実施され

た。 
② 家庭菜園に関しても、政府職員及び農民への、共同販売や農産物付加価値の向上に

係る研修等が実施された。また、小規模の家庭菜園を実施する場合に、純所得や栄

養状態の改善を通した生活改善をめざし、一連の営農技術（a package of farming 
techniques）の導入が図られた。 

③ 畜産に関し、農業会計の記録管理、乳製品の品質改善・加工、企業家精神育成に関

する研修等が実施された。また、現地で入手可能な原材料による混合飼料とコンポ

ストの生産に係る研修等が実施された。 
 
4）その他 
① 県レベルの合同調整委員会（Joint Coordnating Committee：JCC）及び全国レベルの

合同調整委員会（National Joint Coordinating Committee：NJCC）が開催され、プロジ

ェクト目標にある「総合的なメカニズム（integrated mechanism）」という言葉につい

て、関係者間により定義が明確化され、合意された。 
② 研修結果に係る体系だったモニタリング手法が作成され、同手法に則って質問票調

査が2度実施された。 
③ 中間評価後、県レベルのJCCミーティングが年4回、中央レベルのJCCミーティング

が1回実施された。 
④ カウンターパート（Counterpart：C/P）研修、課題別研修、企業家精神育成のための

研修、リーダーシップ/コミュニティ開発研修及びGISシステム研修が実施され、政

府職員の能力強化が推進された。 
⑤ マニュアル類が最終化され（一部作成中）、関連分野の研修所に配布された。 
⑥ モデルサイトで開発された研修・ファシリテーションの手法をほかの地区にも普及

するためのメカニズムについて検討する委員会が設置され、協議が継続的に実施さ

れている。また、6カ所の普及サイトが選定され、現況調査が実施された。さらに、
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2011年3月には本メカニズム提唱のためのワークショップが開催予定である。 
⑦ 農業・畜産関係の研修所の代表者が次回作業委員会に加わる予定である。 
⑧ 2009年12月に全国レベルの合同調整委員会（NJCC）にて改訂版プロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）が承認された。 
 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 
スリランカの国家開発計画、実施機関の政策・計画に大きな変更はなく、本プロジェク

トの方向性は日本の協力政策にも沿っていることが確認された。また、研修受講者が研修

を高く評価し、習得技術の活用による便益が営農や所得改善をもたらしていることから、

本プロジェクトは受益者ニーズに対する適切な対応であったと判断できる。よって本プロ

ジェクトの妥当性は依然として高いと評価される。 
 
（2）有効性 

プロジェクト目標については、協力期間内に達成が見込まれており、プロジェクト実施

の有効性は高いといえる。また、アウトプットがプロジェクト目標に至る論理性は妥当な

ものであり、プロジェクトの各成果とその相互関連がプロジェクト目標達成に大きく貢献

していると考えられる。 
 
（3）効率性 

本プロジェクトの運営において、日本・スリランカ側双方の投入、活動は成果達成にお

おむね効果的に結びついているが、カウンターパート配置や本邦研修実施時期など、一部

の投入に関しては問題も指摘されており、本プロジェクトの効率性は中程度と判断され

る。 
 
（4）インパクト 

プロジェクトの活動に関連したポジティブな効果、影響が確認され、ネガティブな効果、

影響は特定・報告されなかった。灌漑施設及び水管理の改善による農業生産性と所得の向

上、組織運営の改善などが見込まれることから、上位目標達成へのインパクトはやや高い

と判断される。 
 
（5）持続性 

農業生産性の向上と政府職員・農民の能力向上の必要性はスリランカの関連政策におい

て強く認識されており、政策面での持続性は高いが、多岐にわたる実施機関の調整役割を

担う組織と役割分担の特定が今後の課題であり、制度的な自立発展性を確保するためには

スリランカ側のさらなる努力が必要である。組織・財政面での持続性に関し、モデルサイ

トのFOについては一定程度期待できるが、実施機関側には制約が認められる。プロジェク

トにより導入された技術については政府職員・農民ともに受容度が高く、技術面での自立

発展性は高いと判断される。以上より、持続性については中程度と判断される。 
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
広範なプロジェクトの活動領域と、限られた数の日本人専門家の投入にかんがみ、プロ

ジェクトによって雇用された4名のスリランカ人専門家の活動による貢献は大きかったと

考えられる。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

プロジェクトが採用したグループ・アプローチは、政府職員と農民の双方によって有効

性が高いと評価されている。グループを基盤とした活動は、政府職員にとっては農民への

サービス提供を容易にし、また農民にとっては個々人では得られない集合的な便益へのア

クセスが確保されるという利点がある。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
モデルサイトが広範囲に散在していたことと、各モデルサイトへの物理的なアクセスの

問題によって、プロジェクト関係者のモデルサイト訪問の頻度及び活動への関与の確保は

少なからぬ時間と経費を要するものとなり、プロジェクトの日常的な活動運営に困難をも

たらした。メールや携帯電話など利用可能な手段のすべてを活用し、個別の関係者と頻繁

に連絡を取り合うなど、円滑に活動が進捗するよう、プロジェクトチームによる多大な努

力が払われた。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
特になし。 

 

３－５ 結 論 

調査の結果、本プロジェクトの活動が遅滞・障害なく実施され、期待された成果がおおむね

得られたことが確認された。今後の継続的な努力によって、プロジェクト目標は協力期間内に

成功裏に達成される見込みであり、本プロジェクトはR/D記載の期間をもって終了するものと

する。 
 
３－６ 提 言 

（1）上位目標の確実な達成に向けた取り組み 
スリランカ政府には、プロジェクト終了後も継続的にプロジェクトの成果を活用・普及

していくことが求められており、その具体的な方法として以下が想定される。 
① 短期的取り組み：プロジェクトの成果品であるマニュアルやハンドブック等の関連機

関による研修活動への即時利用 
② 中期的取り組み：各関係機関の既存の計画や活動へのプロジェクト成果の一部ないし

修正コンポーネントの組み込み 
③ 長期的取り組み：プロジェクトが実施した全活動の総合的な実施 
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（2）成果普及のための制度的位置づけを有する専任の調整機能及び財源確保の必要性 
将来的なプロジェクト成果の普及を確実にするためのスリランカ側の取り組みとして、

異なるレベルの多様な政府機関及び農民との調整を図る役割を制度的に担う、専任の調整

機能を配し（政府職員・農民・その他関係機関の総合化のため、異なる政府レベルと部署

の調整を行う一定権限をもった常設の政府職員配置等）、かつ必要な予算を確保すること

が不可欠である。 
 
（3）プロジェクト成果の継続的なモニタリングと評価 

モデルサイトにおいてプロジェクトの成果として発現した優れた取り組みや効果的な

活動運営を継続させ、さらなる便益を農民にもたらすため、実施機関及びJICAによる継続

的なモニタリングと評価が行われるよう提言する。 
 

３－７ 教 訓 

（1）FO構成員間の便益の公平な分配 
組織への帰属意識や組織所属の利益に対する農民の評価は、FOの継続的な運営に資する

ものであり、その観点で、モデルサイトのFOが回転資金を効果的に運用し、原資と受益者

数の増加を達成していることは重視すべき点である。組織加入の恩恵が構成員間で公平に

分配されることは、FOの組織的求心性と運営管理改善の促進につながると考えられる。 
 
（2）プロジェクト実施に係る情報の公開 

活動実施に係る情報公開という透明性、例えば、灌漑施設改修工事の経費が看板に示さ

れていたこと等は、関係者の間で高く評価されている。このような透明性は、受益者の信

頼獲得に貢献し、情報の不足や意図的な操作によって起こり得る潜在的な対立を回避する

という観点からも有用な方策であると考えられる。 
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Summary of Terminal Evaluation Results 
1. Outline of the Project 

Country: Sri Lanka 
Project Title:  
The Project for Increasing the Capacity of Integrated 
Management in Irrigated Agriculture in Dry Zone 

Issues/Sector: Rural Development 
Cooperation Scheme:  
Technical Cooperation Project 

Division in Charge: Rural Development 
Department 

Total Cost： 240 million (JPY) (at the time of the 
evaluation) 

Period of 
Cooperation 

(R/D):1 June 2007 – 31 May 
2011 
(4 years) 

Partner Country’s Implementing Organization: 
Ministry of Irrigation and Water Resources Management 
(MIWRM) 
Supporting Organizations in Japan: 
Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 

Related Cooperation: 
The Study on Increasing Integrated Management Capacity on Irrigation Sector 
Pro-Poor Economic Advancement and Community Enhancement Project 
1-1 Background of the Project 

In the dry zone in Sri Lanka, that covers about 70% of the total land area and contributes about 80% 
of the national rice production, many small- and medium-scale farmers remain at low income level, 
having very limited employment and income opportunities in non-agriculture sector. Their livelihood 
depends largely on irrigated paddy cultivation, yet with problems including low rice productivity, poor 
operation and maintenance of irrigation facilities, and inefficient water management. In order to 
address these problems, farm families require an integrated improvement approach that combines 
measures for reducing production cost, increasing land productivity by improving water use efficiency, 
diversifying agricultural production by introducing non-rice crops, and increasing crop productivity by 
strengthening farmers organizations.  

Responding to the request from the Government of Sri Lanka (GOSL), Japan International 
Cooperation Agency (JICA) carried out “the Study on Increasing the Capacity of Integrated 
Management in Irrigation Sector” from 2005 to 2006 in Anuradhapura, Kurunegala and Puttalam 
districts. The Study identified major problems and countermeasures for irrigation, agronomy and 
marketing & processing in the area, and formulated a plan to increase the capacity of government 
officials (Central Level- Irrigation Department, Irrigation Management Department, Department of 
Agriculture, Ministry of Agricultural Development and Agrarian Services/Provincial Level- 
Agriculture and Livestock related officers) and farmers organizations for the integrated management in 
irrigated agriculture.  

In July 2005, in order to put the plan into practice, GOSL requested to the Government of Japan 
(GOJ) to carry out a new technical cooperation project called “the Project for Increasing the Capacity 
on the Integrated Management in Irrigated Agriculture”, and in accordance with the R/D signed in 
March 2007, it has been implemented since June 2007 for a period of four years.  
 

1-2 Project Overview 
(1) Overall Goal 

Agricultural income of the farm families in the target area is increased. 
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(2) Project Purpose 
An integrated mechanism is established to improve agricultural productivity through capacity building of 
government officers and farmer organizations (FOs) 

(3) Output:  
Outputs in the model sites 
1) Capacity of the government officers and FOs is enhanced in the field of management of FOs. 
2) Capacity of the government officers and FOs is enhanced in the fields of irrigation facility 

management and water management. 
3) Capacity of the government officers and FOs is enhanced in the field of agricultural production. 
4) Capacity of the government officers and FOs is enhanced in the fields of marketing and processing.
Outputs in the training institutes 
5) A mechanism is proposed for the government officers and training institutes to disseminate the 

improved training/facilitation skills developed in the model sites, to other officers and institutes. 
 

(4) Inputs 
Japanese Side: 240 million (JPY) (at the time of the evaluation) 

Long-term Experts: 4         Equipment            21,048,114 Japanese Yen 
Short-term Experts: 4         Local Operation Cost  74,594,668.64 Sri Lankan Rupees 
Sri Lankan Experts: 5 
Trainees Received:13 (4 are to be dispatched) 

Sri Lankan Side 
Counterpart personnel   129 
Land and Facilities  

 

2. Evaluation Team 

Members 
of the 

Evaluation 
Team 

Team Leader 
 
Agricultural Production / 
Marketing & Processing / 
Extension Services  
 
Farmers Organization/ 
Irrigation Facility & Water 
Management  
 
Evaluation & Analysis 
 
 
Planning Management 

T. OTSUKA 
 
H.KANAMORI 
 
 
 
E. NOMURA 
 
 
 
K. ITAGAKI 
 
 
H. SONOYAMA 

Senior Representative, JICA Sri Lanka Office  
 
Senior Advisor, JICA HQ 
 
 
 
Deputy Director, Overseas Land Improvement 
Cooperation Office, Rural Development Bureau, 
Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries, 
Japan 
Researcher, Social Development Department, 
Global Link Management, Inc. 
 
Project Formulation Advisor, JICA Sri Lanka 
Office 

Period of 
Evaluation 

25 November 2010 – 15 December 2010 
Type of Evaluation: 

Terminal Evaluation 

3. Results of Evaluation  

3-1. Project Performance 
(1) Project Purpose 
 As for the trained government officers, the degree on satisfaction on the training among the respondents 

of  the  quest ionnaire  survey reaches  99% in  aggregat ion,  whi le  100% of  the  fa rmers  who



 

xi 

responded to the questionnaire survey expressed their satisfaction. The results of the Capacity Assessment 
of the FOs in the model sites, which assessed the performances and managerial aspects of the FOs, also 
show a considerable degree of improvement (Compared to the Baseline Survey conducted in November 
2007, there was in average 154% increasing rate in average of three model sites).  

In response to the recommendations made by the Mid-term Review, the Project has held series of 
discussions with relevant institutions to build consensus on the definition of the integrated mechanism to be 
established, as well as to reinforce the functions of the Training Advisory Committee (TAC) through the NJCC 
meetings.  The Working Groupsi (WGs) i.e. Financial Management WG, Irrigation WG, Agriculture WG, and 
Livestock WG, have actively been involved in the planning and conduct of training activities as well as in the 
compilation of the training manuals.   

Based on the confirmation on the above, the Team assumed that the Project purpose would likely be 
achieved by the end of the Project. 
 
(2) Outputs 
Output 1 has been fully achieved by the time of the Study. The Project has conducted the questionnaire 

surveys in 2010 to grasp the feedback on the training activities implemented by the Project, and all of 
the government officers who have been trained rated the training as satisfactory. As for the level of 
application of the trained skills and methods in the field, the rates of those who practice range from 94 
to 100% among the different training.  In addition, all (100%) of officers who have been trained on 2 
and more subjects responded that they are utilizing the skills/methods learned in their field activities.  
In the model sites, all the FOs formulated Community Development Plans and CAP, and have duly been 
implementing those plans.  All of these FOs now cover 100% of the eligible farmers in the respective 
areas.  There have been notable improvements in the attendance of the Annual General Meeting 
(AGM) of the FOs, achieving the target set (At the time of Baseline Survey, the attendance rate for 
AGM was 10-25% but at the time of the Study, it has increased up to 46-72%).  Also, there have been 
four sub-committees, namely, irrigation, paddy, homestead development and livestock, organized as a 
part of the formal structures in all of the FOs in the model sites.  

 
Output 2 has been fully achieved by the time of the Study. In the field of irrigation and water management, 

the Project has conducted training for the government officers. Among the respondents of the 
questionnaire survey, the levels of satisfaction on the training programme were 100%, and the degree of 
utilization of learning in the field activities was 67-100% (in average, 86%). In the model sites, all of 
the FOs have reconstructed canals, farm roads, and other tail end irrigation facilities and structures. The 
Team also confirmed that the FOs have formulated irrigation schedules with regular monitoring on 
water management (At the time of the Mid-term Review, it was difficult to make sure the achievements 
of the output because this activity has just started,).  

 
Output 3 has been fully achieved by the time of the Study. The Project has extensively conducted various 

training in the field of agricultural production for the government officers. Among the respondents of 
the questionnaire survey, the levels of satisfaction on the training programme and the degree of 
utilization of learning in the field activities were both 92-100% (in average 98%), which were already 



 

xii 

achieved by the Mid-term Review. In the model sites, the Project has provided training to the farmers on 
paddy production, homestead development and livestock. The Team confirmed that the farmers utilize 
their learning in actual production activities.  As for the diversification of farm management,
the farmers have introduced vegetable production and livestock production through 
respective sub-committee activities in all of three model sites. It was also reported during the field 
interviews that some farmers in Kimbulwanaoya and Rajangana have experienced the crop 
diversification in the paddy filed during the dry seasons. As for the collective planning, all of the FOs 
have introduced the collective purchase of production inputs, which has successfully been implemented.

 

Output 4 has been fully achieved by the time of the Study. As for the training in the fields of marketing and 
processing, the Project has trained the government officers on marketing information and entrepreneurship 
development.  All (100%) of the 36 government officers responded to the questionnaire survey rated the 
training programme as satisfactory and indicated that they are practicing the learnt skills/methods in the field 
activities.  

In the model sites, the farmers were provided with the training on processing of agricultural products 
such as cashew, lime and rice, as well as on marketing.  The farmers shared with the Team that they 
appreciate what they learnt and that they put these learning into practice to improve their income. 

Output 5 is expected to be achieved by the end of the Project.  

By the time of this evaluation study, the Project has already initiated preparatory activities to achieve this 
output, such as monitoring of training activities through questionnaire surveys, although the actual events 
to be assessed as indicators are yet to be conducted. The Project is planning to organize an integrated 
training programme, seminar and workshop in March 2011.  

 
(3) Responses to the recommendations by the Mid-term review 
In response to the recommendations at the Mid-term review team in November 2009, the following 
actionshave been undertaken. 
(3)-1. Management of FOs 
Training of the government officers and the farmers for the subjects of community development, leadership 
and farm accounting was/will be conducted. In order to clarify potential needs of the farmers, Follow-up 
CAP workshops was/will be conducted. 
(3)-2. Irrigation facility and water management 
1) In order to update and apply the GIS system to the Project sites continuously, GIS trainings, GIS 
management unit set up and GIS specialist appointment was done. 
2) Due to the shortage of the staff, assignment of the project managers on the full-time basis has not 
realized. 
3) Government of Sri Lanka shares payment for field work subsistence allowance and fuel cost in order to 
facilitate their involvement of the Project. 
4) In order to avoid any delay in preparation of rehabilitation work, Irrigation monitoring meetings by the 
senior officers of Irrigation Department were conducted four times and regular weekly meetings at 3 model 
sites with the field officers were continuously implemented. 
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(3)-3. Agricultural production, marketing and processing 
1) Paddy: Small groups were formed within the Paddy sub-committees for easy implementation of project 
activities. In addition, training/OJT for government officers and farmers of collective marketing and 
processing were conducted based on request of FOs 
2) Homestead Development: A package of farming techniques in small scale home gardening was 
introduced in order to improve quality of life through increasing net income and improving nutrition 
condition. 
3) Livestock: Further trainings on the record keeping and farm accounting, quality improvement of daily 
products, entrepreneurship for small scale farmers and reparation of curd and milk toffees were 
implemented. In addition, trainings on small scale compound animal feed production and compost making 
were implemented. 
(3)-4. General  
1) District JCC and National JCC were conducted and the definition of 'Integrated Mechanism' was 
approved.  
2) "Progress Activities and Systematic Monitoring" paper was prepared by the Project for the systematic 
monitoring of training results and Questionnaire survey to government officers, FO office bearers and 
farmers were conducted for two times. 
3) The District JCC meetings were held quarterly and the National JCC meetings were conducted once, 
after the Mid-term review.  
4) Counterpart training, Group training, Training for Entrepreneurship for small scale businesses, 
Leadership/Community development training and GIS training were conducted in order to promote 
Capacity building of the government officers. 
5) All manuals were (will be) authorized at District JCC and printed and delivered to relevant organizations 
and institutions. 
6) A committee was appointed to discuss and propose a mechanism for dissemination. Also, 6 new sites 
have been identified as potential dissemination sites and basic information was collected on the present 
status of these sites. In addition, a workshop will be held to propose a mechanism to disseminate improved 
training/facilitation skills at March 2011. 
7) Representatives of several training institutes related to agriculture and livestock will be included in the 
next Working Committee.  
8) Modified PDM was approved by the National JCC at December 2009. 

3-2 Summary of Evaluation by Five Criteria 
3-2-1 Relevance 
The Relevance of the Project is evaluated as high. 
(1) Relevance to the policies of the GOSL 

The Project is still consistent with the policies of GOSL, as there has not been any major change in the 
Mahinda Chintana (2006-2016) and the plans and programmes of the implementing agencies.    

(2) Consistency with the Japanese Aid Policy 
Poverty reduction and minimization of the poverty gap have been the priority areas of the country 
assistance policy for Sri Lanka, and agricultural and rural development is considered as one of the vital
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cooperation strategies. In the Rolling Plan of JICA for Sri Lanka in 2009, the Project is assumed to 
contribute to the cooperation programme on “Agricultural and Fishery Community and Rural 
Community Development,” the main focus of which is put on eradicating the economic and social 
imbalances. Thus the Project is considered to be quite consistent with the Japanese aid policies. 

(3) Relevance of the Project design 
There is a strong need to increase agricultural productivity and income of the farm families in irrigated areas 
in the Dry Zone. The Project is aiming to enhance the technical capacity not only of the government officers 
both in irrigation and agricultural sectors but also of the farmers’ organizations. This approach is thus 
considered to be a practical and appropriate response to the needs of the capacity improvement to further 
promote irrigated agriculture. 

(4) Relevance to the needs of target beneficiaries 
In the target areas, there were not much organizational activities and there had been the problems of water 
distribution and low productivity, resulting in the low income of farmers.  Through the Project activities, 
the water distribution has improved through rehabilitation of irrigation facilities, and with the introduction 
of organizational activities by respective sub-committees of the FOs, productivity of their farming activities 
have conspicuously been increased. Thus, the Project is evaluated as an appropriate response to the needs of 
the beneficiaries. 

3-2-2 Effectiveness 
The effectiveness of the Project is evaluated as high. 
(1) Achievement of the Project purpose 

Both of the degree of satisfaction on the training and the rate of application of the learning among the 
government officers and farmers are high, implying the usefulness of the capacity building programme 
of the Project.  As to the integrated mechanism to improve agricultural production, preliminary 
discussions have been held to set an agreed definition as well as the consensus on the actions to be 
taken, thus it is anticipated that the Project would be able to propose feasible and effective mechanism. 
Since the Project will continue further discussions to examine and to realize the mechanism, the Project 
purpose would likely be achieved by the end of Project. 

(2) Contribution of outputs to the achievement of the Project purpose 
The logical sequence between the outputs and Project purpose is appropriate and the outputs contribute to 
the achievement of the Project purpose in a mutually interrelated manner.  

3-2-3 Efficiency 
The efficiency of the Project is evaluated as moderate. 
(1) Japanese and Sri Lankan Experts 

Both Japanese long-term and short-term experts have properly been dispatched. Japanese and Sri Lankan 
Experts carried out their expected roles and worked closely in harmony with the counterpart personnel and 
other stakeholders.    

(2) Equipment and machinery 
The equipment and machinery required for the Project activities and technical transfer have duly been 
provided and most of the equipment provided has fully been utilized and kept in good conditions.   

(3) Training of counterpart personnel in Japan 
The duration and subjects of counterpart training in Japan were adequate. The learning from those 
training has been evaluated as helpful in carrying out not only the activities of the Project but also their 
regular duties in the future. However, it was unfortunate that no counterpart personnel was sent for 
training during the first two years, as these training opportunities could have helped not only to enhance 
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the capacities but also to promote the motivation and commitment of the personnel at earlier stage. 
(4) Inputs from the Sri Lankan side 

Provision of the office space with office equipment, water and electricity facilities, and so forth has 
contributed to the smooth implementation of the Project. Although a large number of counterpart 
personnel were assigned, the designation of coordinators in the respective institutions did not function 
as expected.  It was also pointed out that there were delays in the assignment of some counterpart 
personnel especially at the field level, which affected the processes of the initial activities of the 
Project.   

3-2-4 Impacts 
The Impact of the Project is evaluated as positive. 
(1) Impact on the overall goal level 

Positive impacts on the agricultural productivity and income of the farmers are anticipated, yet under the 
condition that the necessary interventions for dissemination of approaches, methodologies and technologies 
that the Project has introduced to the other parts of the target areas would continuously be extended through 
the efforts by GOSL. 

(2) Positive Impacts 
Farmers have enjoyed better yields and possession of more capitals, leading to the improvement of their 
household economies. There have also been social and behavioral changes such as better understanding 
among co-farmers, self-confidence gained through the exposure to external institutions, and so forth. 
Other ripple effects of the Project to the neighboring areas are also reported, such as the voluntary 
involvement of a FO in the downstream areas in the rehabilitation work in the model site and 
technology transfer to other farmers. 

(3) Negative Impacts 
There has not been any negative impact of the Project reported or observed at the time of the terminal 
evaluation.  

3-2-5 Sustainability 
The sustainability of the Project is evaluated as moderate. 
(1) Policy and Institutional Sustainability 

Since the irrigation development for the improvement of agricultural production is given high priority 
in the current policy of GOSL, the policy support would continuously be secured for the coming years. 
As for the institutional sustainability, there would still be some questions related to the dissemination of 
the achievements in the model sites to the other areas by identifying proper entities to take over the 
roles to integrate various services rendered by different government institutions. Therefore, the 
sustainability in policy aspects is assessed as high, while further efforts should be made to secure 
institutional sustainability. 

(2) Organizational and Financial Sustainability 
The activities of the Project have been carried out in line with the existing organizational structures of the 
implementing agencies within the scopes of their mandates but in an integrated manner, thus the 
coordination would be a challenge in the future. Their limited financial resources would inevitably lead to 
the scale down of the activities. The insufficient human resource allocation against wide geographical 
coverage is another constraint. These factors would cast some questions in the organizational and financial 
sustainability for the part of the implementing agencies. On the other hand, the organizational and financial 
sustainability at the beneficiaries’ level would adequately be secured, as the FOs in the model sites have 
been equipped with the trained office bearers and accumulated enough experiences to properly manage their 
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activities to continue their revolving funds operations. 
(3) Technical Sustainability 

The farming techniques introduced are the basic ones that have been proven to bring positive results in 
the productivity. The levels of adoption of these techniques among the government officers and the 
farmers are satisfactorily high. The FOs have already been equipped with necessary technical 
knowledge and experiences to continue the operation by their own. Hence the technical sustainability is 
generally assessed as high.  

3-3 Factors that Promoted Realization of Effects 
(1) Factors concerning the Planning 

The Project has mobilized the local experts in carrying out its activities. As the number of Japanese 
experts was limited despite of the wide scope of the Project activities, involvement of these local 
experts has contributed to the smooth implementation of the Project  

(2) Factors Concerning the Implementation Process 
The group approach of the Project was appreciated as one of the keys to effective and successful 
implementation.  The government officers have seen that the approach has made it easier for them to 
communicate with and serve to their clientele farmers, while the farmers realize that they can achieve 
and benefit more as a group rather than as individuals. 

3-4 Factors that Inhibited Realization of Effects 
(1) Factors concerning the Planning 

Accessibility to and the scattered location of the model sites were considered as the major factors that 
created difficulties in the day-to-day operations of the Project, which affected the frequency and degree 
of the involvement in the field activities by the Project personnel. The Project has made much efforts 
for smooth coordination and frequent contacts through mobile phones and e-mails.   

(2) Factors Concerning the Implementation Process   N/A 
3-5 Conclusion 

The Project has successfully been implemented without any major or critical problem and will achieve its 
outputs by the end of the technical cooperation period.  Prospect of achieving the Project purpose is 
evaluated high, thus, it is concluded that the Project will be terminated as stipulated in the R/D.  

3-6 Recommendations  
 (1) Efforts to be made to ensure the attainment of the overall goal  

It is recommended for GOSL to continuously utilize the outputs of the Project in various dissemination 
efforts, such as:  
1) A short-term application: Tangible outputs of the Project such as manuals and handbooks may 

promptly be utilized in any relevant training to be conducted by the respective institutions.  
2) A medium-term application: There should be existing programmes and activities of the participating 

agencies where the Project’s outputs can be integrated and utilized with proper alignments.  
3) A long-term application: All of the components of the Projects would be implemented.   

(2) Designation of full-time coordinator with institutional authority and necessary budged for the 
dissemination of Project’s outputs 

The GOSL should ensure the proper institutional arrangement for future dissemination of the Project 
outputs that are composed of the activities mandated to different line agencies and institutions at 
different levels. It is recommended for the GOSL to assign full-time personnel with institutional 
authority and necessary budget to coordinate the participating agencies and farmers in the future efforts 



 

xvii 

to be made for dissemination.   
(3) Continuous monitoring and evaluation of the Project’s outputs 

In order to sustain the good practices and effective operations of activities introduced by the Project 
and to further expand the benefits, continuous monitoring and evaluation should be undertaken by 
implementing agencies as well as JICA. 

3-7 Lessons Learned 
(1) Fair distribution of benefits among the FO members 

Among the FOs in the model sites, the feeling of belonging and recognition of benefits among the 
members are found as key elements of sustainable operations.  In all of the FOs participated in the 
Project, the revolving fund schemes have successfully been managed and the funds are increasing in 
volume, which has made it possible for them to provide revolving fund to a larger number of members. 
Such fair distribution of benefits among the members can be considered as one of the vital means to 
foster the cohesiveness and to promote performances of the FO. 

(2) Transparency of the Project implementation 
It was pointed out with appreciation that the Project has publicly opened up in a transparent manner the 
information on the implementation including inputs such as the cost of rehabilitation by putting the 
information on the signboards.  This kind of transparency is considered to contribute not only to 
mobilize trusts from the target beneficiaries, but also to avoid any conflicts caused by the lack or 
possible manipulation of activity-related information. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

本調査は、スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）政府の要請に基づき

2007年6月から始まった技術協力プロジェクト「乾燥地域の灌漑農業における総合的管理能力向上

計画（Increasing the Capacity of Integrated management in Irrigated Agriculture in Dry Zone：ICIM）」が

2011年5月に終了を迎えるにあたり、以下を目的として実施された。 
① PDMに基づいてプロジェクトの実績及び実施プロセスを確認・検証する。 
② 評価5項目（妥当性・有効性・効率性・インパクト・自立発展性）に基づきプロジェクトの

評価を行う。 
③ 評価結果を踏まえ、プロジェクト目標・上位目標の達成に向けた提言や他案件への教訓を

導き出す。 
 
１－２ 調査団の構成と調査期間 

１－２－１ 調査期間 
2010年11月25日～12月15日（うち11月25日～12月5日は、評価分析団員による先行調査）。調査

日程案の詳細は付属資料2中のAnnex１を参照。 
 

１－２－２ 団員構成 
日本側・スリランカ側双方の以下の団員で構成される合同評価調査団が組織された。 

 
＜日本側＞ 

 担当分野 氏 名 所属・職位 

1 団長・総括 大塚 卓哉 JICAスリランカ事務所 次長 

2 農業生産/流通加工/普及 金森 秀行 JICA国際協力専門員 

3 農民組織/灌漑・水管理 野村 栄作 
農林水産省農村振興局整備部設計課 

海外土地改良技術室 課長補佐 

4 評価分析 板垣 啓子 
株式会社グローバル・リンク・マネジ

メント 研究員 
5 計画管理 園山 英毅 JICAスリランカ事務所 企画調査員 

 
＜スリランカ側＞ 

1 総 括 R.G. Wickramarthna
灌漑・水資源管理省灌漑局 人事課

長 
2 農業生産/流通加工/普及 R.M. Herath Banda 農業省・農業局 農業エコノミスト

3 農民組織/灌漑・水管理 Priyani Rajamanthree 北西部州技術局 チーフ灌漑技官 

4 農業生産/流通加工/普及 M.D. Poyathilaka 灌漑・水資源管理省 農業専門官 
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１－３ プロジェクトの概要 

１－３－１ プロジェクト実施の背景 
スリランカの乾燥地域の農村部では、農業以外に雇用の機会が限られ、農外所得が期待でき

ず、中小規模農家の大半が低い所得水準から脱却できない状況にある。乾燥地域は国土の約70％
を占め、コメ生産量が全体の約80％という穀倉地帯であり、中小規模農家の水稲生産は灌漑に

大きく依存しており、低い収益性、不適切な末端施設の維持管理、非効率的な水管理、といっ

た問題点を抱えている。 
これらの課題を解決するためには、中小規模の稲作農家を対象に、生産コストの削減、水利

用の効率化等による土地生産性の向上、畑作の導入による生産の多様化、組織化（農民の組織

化、土地利用の集団化、集出荷の共同化等）による生産性向上などを組み合わせた総合的な改

善策が必要である。特に、灌漑農業分野においては、水資源の効果的かつ公平な利用を通じた

灌漑面積の拡大及び畑作物の生産拡大等による生産性及び所得の向上が不可欠であり、そのた

めには関連する政府職員及び農民組織に対する総合的な灌漑管理能力の向上が求められている。 
このような背景の下、JICAは政府職員及び農民組織の灌漑分野に係る総合的な管理能力を高

めるための計画を作成することを目的として、2005年10月から2006年7月にわたり、開発調査「灌

漑分野に係る総合的管理能力向上計画調査」を実施した。本開発調査は、乾燥地域を代表する

アヌラダプラ県に位置する灌漑地区3カ所を対象とし、灌漑、農業、流通・加工各セクターの主

要問題点とその改善方向を示したうえで当該セクターの能力向上計画を取りまとめた。 
本プロジェクトは同調査の結果を受け、スリランカ政府の要請を踏まえ、農業生産性の向上

に向けた政府職員（大規模灌漑・水管理を担う灌漑・水管理省灌漑管理部、灌漑局職員を中心

としつつ、普及・研修を担う農業省職員、小規模灌漑・水管理を担う農業開発省及び州政府農

業・畜産関連現場職員等）と農民組織の能力向上を実現する体制を確立することを目標に2007
年6月より実施されてきている。 

 
１－３－２ 実施期間 

2007年6月～2011年5月（4年間） 
 

１－３－３ カウンターパート機関 
灌漑・水資源管理省 

 
１－３－４ 裨益対象者及び規模 
（1）対象地域： 

アヌラダプラ県及びクルネガラ県 
 

（2）モデルサイト： 
 県 地 区 農民組織 灌漑面積 
1 アヌラダプラ県 ラジャンガナ スリ・ウダラ 180ha 
2 アヌラダプラ県 カドゥルガスダマナ カドゥルガスダマナ 105ha 
3 クルネガラ県 キンブルワナオヤ No.4 95ha 
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（3）直接裨益者： 
モデルサイト3カ所の灌漑・農業関連政府職員（約100名）及び農家（約600戸） 

 
（4）間接裨益者： 

対象地域2県の灌漑・農業関連政府職員（約2,300名）及び農家（約25万5,000戸） 
 

１－３－５ プロジェクト・デザイン 
詳細は付属資料2のAnnex2「PDM」を参照。 
 

上位目標 

対象地域において農家の農業所得が向上する。 

プロジェクト目標 

農業生産性を向上させるために政府職員と農民組織の能力向上を図る、総合的メカ

ニズムが確立される。 

成果 （アウトプット） 

1 モデルサイトにおいて、農民組織の運営管理に関する政府職員と農民組織の能

力が強化・改善される。 
2 モデルサイトにおいて、灌漑施設管理・水管理に関する政府職員と農民組織の

能力が強化・改善される。 
3 モデルサイトにおいて、農業生産に関する政府職員と農民組織の能力が強化・

改善される。 
4 モデルサイトにおいて、マーケティング・加工に関する政府職員と農民組織の

能力が強化・改善される。 
5 モデルサイトで開発・改善された研修・ファシリテーション技術を、政府職員

や研修機関が、他の職員・機関に普及するためのメカニズムが提案される。 
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第２章 終了時評価調査の方法 
 

本調査は、JICA新事業評価ガイドライン（第1版）に基づき、プロジェクト・サイクル・マネジ

メント（Project Cycle Management：PCM）の評価手法を採用して、日本、スリランカ双方の評価

者から構成される合同評価調査団により実施された。 
 
２－１ 評価項目 

本調査にあたっては、以下の評価5項目の観点からの検討を行い、評価を実施した。 
 

妥当性 
プロジェクトのターゲットグループのニーズへの整合性、プロジェクト内容の先

方政府と援助側の政策や優先順位との整合性、プロジェクトの戦略やアプローチ

の妥当性に関する視点 

有効性 
プロジェクトの達成見込みと、その達成がアウトプットの達成によりもたらされ

るかに関する視点 

効率性 
アウトプットの達成状況と投入がいかにアウトプットの達成に転換されている

か（量的、質的観点）に関する視点。他のアプローチと比して最も効率的な方法

を適用しているかも必要に応じ問う。 
インパクト 
（予測） 

上位目標の達成見込みと、プロジェクトの直接/間接的影響。また、正/負、予期

した/予期していない影響も確認する。 
持続性 

（見込み） 
プロジェクト終了後にプロジェクトがもたらした影響と持続性を問う視点 

 
２－２ データ収集・分析手法 

本調査にあたっては、以下のデータを収集・検討するほか、現地調査において、日本人専門家、

スリランカ人専門家及びカウンターパートへの聞き取り、プロジェクト対象地域踏査及び受益者

との会合などを通じ、情報を収集した。 
① 討議議事録（R/D）、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）、

詳細実施計画（PO）などプロジェクト計画資料 
② 運営指導調査報告書及び協議議事録（M/M） 
③ プロジェクト活動進捗報告書 
④ 日本側、スリランカ側投入の詳細 
⑤ プロジェクト活動進捗及び成果に関するプロジェクト作成資料 

 
これらの情報に基づき、PDMに掲げられた指標と照らしてプロジェクトの進捗及び成果達成状

況を確認したうえで、合同評価調査団内で検討を行い、上記評価5項目の観点から調査結果の分析

を行った。本調査報告については2010年12月15日に開催された合同調整委員会（JCC）において内

容を報告し、関係者の了解を得た。 
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第３章 プロジェクトの実績及び実施プロセス 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 
以下に、日本側の投入として、専門家派遣、現地国内研修、機材供与、現地業務費支出、建

物・施設等の実績について記述する。 
 
（1）専門家派遣 

日本人長期専門家は、「チーフ・アドバイザー/農民組織」「灌漑施設・水管理」及び「研修/
業務調整」の3分野で延べ4名が、2007年6月より、プロジェクトの終了時までの期間で派遣さ

れている。また、これまでに4名の短期専門家がGISや水管理等の分野におけるカウンターパ

ートへの指導に携わってきている（以下、表3-1参照）。 
 

表３－１ 日本人専門家派遣実績 

 専門分野 任 期 

長期専門家 

1 
チーフ・アドバイザー/農民組織 

2007.6～2009.5 

2 2009.6～ 

3 灌漑施設・水管理 2007.6～ 

4 研修/業務調整 2007.6～ 

短期専門家 

1 GIS 2008.1～3 

2 圃場水管理 2008.11～11 

3 末端水路における水管理 2010.6～9 

4 農業協同組合 2010.9～10 
出所：プロジェクト記録 

 
本プロジェクトにおいては、上記の日本人専門家に加え、プロジェクトの経費により、4分

野で5名のスリランカ人専門家が雇用され、日本人専門家やカウンターパートとともにプロジ

ェクト運営に携わっている。これらスリランカ人専門家の詳細は下表3－2に示すとおりであ

る。 
 

表３－２ スリランカ人専門家配置実績 

No 専門分野 任 期 
1 コミュニティ開発 2007.9～ 
2 農業生産/マーケティング及び加工 2007.10～ 
3 

灌漑/水管理 
2009.7～2009.10 

4 2009.11～ 
5 情報技術 2007.10～ 

出所：プロジェクト記録 
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（2）研修員受入（カウンターパート研修） 
これまでに13名のカウンターパートが、「参加型灌漑管理システム」など、プロジェクト活

動に関連した分野の本邦研修に参加している。また、プロジェクト終了までにあと4名のカウ

ンターパートの本邦研修が予定されている。これら研修参加者の内訳については英文合同評

価報告書ANNEX 6を参照。 
 
（3）機材供与 

プロジェクト活動の実施にあたり、コンピュータ、プリンタなどの事務機器、車両、設計・

測量関連機材、研修用視聴覚機材など、総額2,104万8,114円相当の機材が供与されている。供

与機材の詳細については英文合同評価報告書ANNEX 5を参照。 
 
（4）日本側ローカルコスト負担 

日本側によるローカルコスト負担の支出内訳は、下表3－3のとおりであり、プロジェクト

終了までに総額約7,500万スリランカルピー相当額のローカルコスト負担が行われる見込みで

ある。 
 

表３－３ 日本側ローカルコスト負担 

（単位：スリランカルピー） 

年度（*1） 2007 2008 2009 2010（*2） 2011（*3） 合 計 

金 額 14,790,681.76 23,616,013.72 21,676,573.16 26,712,572.99 4,341,400.00 74,594,668.64
注：（*1）日本の会計年度（4月～3月）。（*2）見込額を含む。（*3）計画額。 

出所：プロジェクト作成 

 
３－１－２ スリランカ側投入 
（1）カウンターパートの配置 

本プロジェクトには、実施機関である灌漑・水資源管理省（Ministry of Irrigation and Water 
Resource Management：MIWRM）の灌漑局及び灌漑管理部に加え、農業省、農村開発省、畜

産省及び対象地域を管轄するそれら各省の州・県事務所、また、稲作研究開発試験場（Rice 
Research and Development Institute：RRDI）や天然資源管理センター（Natural Resources 
Management Center：NRMC）など関連の試験研究・研修機関から延べ129名のカウンターパ

ートが配置された。詳細については英文合同評価報告書ANNEX 7のカウンターパートリス

トを参照。 
 

（2）土地、施設等の提供 
スリランカ側より、Galgamuwaの灌漑研修所内のプロジェクト事務所と同事務所の付帯資

機材が提供されたほか、電話回線設置工事費が負担された。またプロジェクトの現場活動

やセミナー等への出席に係るカウンターパートの旅費の一部負担も行われている。 
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３－２ 成果達成状況 

本プロジェクトにおいては、「モデルサイトにおける農民組織運営、灌漑施設維持管理、農業生

産、マーケティング及び加工分野での政府職員及び農民組織（FO）の能力の向上」が活動成果と

して設定されている。今回調査の結果、以下のとおり、成果1から4までは既に達成されており、

成果5を達成するための活動が2011年3月に予定され、実施準備が整っていることを確認した。し

たがって、協力期間内に成果が適正に達成されることが見込まれると判断される。各成果の指標

達成度については、英文合同評価報告書ANNEX 8を参照。 
 
成果1：モデルサイトにおいて、農民組織（FO）の運営管理に関する政府職員と農民組織の能

力が強化・改善される。 
指標： 
プロジェクトの研修に参加した政府職員のうち、 

1-1 80％を上回る職員が「研修に満足した」と回答する。 
1-2 60％を上回る職員が、研修で学んだ技術や方法を少なくとも2つ以上、現場において実

践する。 
3つのモデルサイトにおける政府職員によるファシリテーションや普及サービスの結果、 

1-3 すべての農民組織がコミュニティ開発計画及びコミュニティ行動計画（CAP）を策定し、

実行する。 
1-4 少なくとも95％の資格のある農民が農民組織の会員となる。 
1-5 農民組織の年次総会や定例会合の参加者数が少なくとも50％上昇する。 
1-6 各農民組織に1より多くのサブコミッティーが設立される。 

 
プロジェクトでは関連政府職員を対象として、ベースライン調査手法、コミュニティ行動計画

（CAP）ワークショップ手法、財務管理などに関する研修を実施しており、それら政府職員からの

フィードバックを得る目的で2010年に行われた質問票調査では、31名から回答が寄せられている。

同質問票調査の結果は下表3-4のとおりであり、全回答者が研修に満足している。また、習得知識・

技能の実践割合も94％から100％となっている。指標1-2についても、2つ以上の研修に参加した回

答者の7名全員が習得知識・技能を実践している。 
 

表３－４ 政府職員の研修満足度及び習得知識・技術の実践状況 

研修内容 
アンケート

回答者数

研修に満足した 
回答者数・割合 

習得知識・技能を実践

した回答者数・割合 
回答者数 ％ 回答者数 ％ 

ベースライン調査手法 9 9 100 9 100 
CAPワークショップ手法 17 17 100 16 94 
財務管理 5 5 100 5 100 

合 計 31 31 100 30 97 
出所：Questionnaire Survey on Training Programmes（2010年5～6月及び10～11月） 

（プロジェクト作成資料） 

 
モデルサイトでは、対象の全FOが既にコミュニティ開発計画及びCAPを策定し、活動を実施し

ており、加入資格保有農民の加入割合も全FOで100％を達成している（2007年11月のベースライン

調査時には2カ所の対象地域では加入割合が75％、83％と指標が達成されていなかった）。次表3-5



 

－8－ 

に示すとおり、年次総会へのFO構成員の参加率には著しい改善がみられる〔ベースライン調査時

は10～25％であったが、2010年11月の最新調査時（以下、「終了時評価時点」）では46～72％に上

昇〕。また、すべてのFOにおいておのおの4分野（灌漑、稲作、家庭菜園、畜産）の下部委員会

（Sub-Committee部会）が下部組織として設置されており、各委員会の独自の組織規程が整備され

ている。 
以上より、本成果は既に達成されたと判断される。 

 
表３－５ FOへの農民の加入割合及び年次総会出席率 

 
Kimbulwanaoya Rajangana Kadurugasdamana 

2007年 
11月 

2010年 
11月 

2007年 
11月 

2010年 
11月 

2007年 
11月 

2010年 
11月 

加入資格保有農民数 169 173 300 300 61 54 
FO加入者数 127 173 250 300 61 54 
加入割合 75％ 100％ 83％ 100％ 100％ 100％ 
年次総会参加者数 15 125 25 165 15 25 
参加率 12％ 72％ 10％ 55％ 25％ 46％ 

出所：Achievement Grid of Activities and Indicators（プロジェクト作成資料） 

 
成果2：モデルサイトにおいて、灌漑施設管理・水管理に関する政府職員と農民組織の能力が強

化・改善される。 
指標： 
プロジェクトの研修に参加した政府職員のうち、 

2-1 80％を上回る職員が「研修に満足した」と回答する。 
2-2 60％を上回る職員が、研修で学んだ技術や方法を少なくとも1つ、現場において実践す

る。 
3つのモデルサイトにおける政府職員によるファシリテーションや普及サービスの結果、 

2-3 すべての農民組織が末端灌漑施設を修復する。 
2-4 すべての農民組織が灌漑スケジュールを策定できるようになる。 
2-5 すべての農民組織が灌漑スケジュールに基づき適切な水管理を実施する。 

 
灌漑及び水管理の分野において、プロジェクトでは関連政府職員を対象として、リハビリテー

ション、水管理、維持管理（Operation and maintenance：O&M）、圃場水管理、GIS作図システム等

の研修を実施した。これらの研修に対する満足度と、習得知識・技能の実践割合は次表3-6に示す

とおりであり、指標の目標値を達成している。 
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表３－６ 政府職員の研修満足度及び習得知識・技術の実践状況 

研修内容 
アンケート

回答者数 

研修に満足した 
回答者数・割合 

習得知識・技能を実践し

た回答者数・割合 
回答者数 ％ 回答者数 ％ 

リハビリテーション 12 12 100 12 100 
水管理 12 12 100 11 92 
維持管理（O&M） 12 12 100 10 83 
圃場水管理 12 12 100 12 100 
GIS作図システム 21 21 100 14 67 

合 計 69 69 100 59 86 
出所：Questionnaire Survey on Training Programmes（2010年5～6月及び10～11月） 

（プロジェクト作成資料） 

 
モデルサイトにおいては、対象の全FOが水路や農道、その他の末端灌漑施設の改修を行ってお

り、その詳細は下表3-7に示すとおりである。また、調査団は、これらのFOが、Rajanganaでは3地
区に分かれ、Kimbulwanaoya及びカドゥルガスダマナ（Kadurugasdamana）では全体をカバーする

水管理計画を策定しており、それに基づいた適切な配水を行っていることを確認した。各FOでは

正式に指定された担当者が配水量測定を行っており、現在、次期作（2011年ヤラ期）の配水計画

策定準備が進められている。 
以上より、本成果は既に達成されたと判断される。 

 
表３－７ FOによる末端灌漑施設改修状況 

施 設 Kimbulwanaoya Rajangana Kadurugasdamana
三次水路延長（m） 2,820 1,100 1,090 
圃場水路延長（m） - 4,525 1,750 
農道延長（m） 2,820 4,965 1,540 

出所：JICA/ICIM rehabilitation list of FO community contract agreement（プロジェクト作成資料） 

 
成果3：モデルサイトにおいて、農業生産に関する政府職員と農民組織の能力が強化・改善され

る。 
指標： 
プロジェクトの研修に参加した政府職員のうち、 

3-1 80％を上回る職員が「研修に満足した」と回答する。 
3-2 60％を上回る職員が、研修で学んだ技術や方法を少なくとも1つ、現場において実践す

る。 
3つのモデルサイトにおいて、政府職員によるファシリテーションや普及サービスの結果、25％
を超える農民が、 

3-3 研修で学んだイネ・野菜・果実栽培や畜産に関する技術を少なくとも1つ実践する。 
3-4 野菜/果実栽培あるいは畜産による営農の多様化を導入する。 
3-5 作付計画に基づいた共同栽培を実施する。 
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プロジェクトでは、農業生産に関するさまざまな研修を実施しており、関連政府職員がこれら

の研修に参加した。稲作に関しては土壌分析及び営農管理、高品質種子利用及び野外学校の2研修

が実施されたほか、家庭菜園、畜産、プロセス文書化（Process Description：PD）手法についても

研修が行われた。これらの研修に対する満足度と、習得知識・技能の実践割合は下表3-8に示すと

おりであり、指標の目標値を達成している。 
 

表３－８ 政府職員の研修満足度及び習得知識・技術の実践状況 

研修内容 
アンケー

ト回答者

数 

研修に満足した 
回答者数・割合 

習得知識・技能を実践

した回答者数・割合

回答者数 ％ 回答者数 ％ 
稲作（土壌分析及び営農管理） 14 14 100 14 100 
稲作（高品質種子利用・野外学校） 10 10 100 10 100 
家庭菜園 12 11 92 11 92 
畜産 7 7 100 7 100 
PD手法 17 17 100 17 100 

合 計 60 59 98 59 98 
出所：Questionnaire Survey on Training Programmes（2010年5～6月及び10～11月） 

（プロジェクト作成資料） 

 
モデルサイトの農民もこれら農業生産技術に関する研修に参加しており、今般調査を通じて、

農民の間でこれらの研修内容が高く評価されており、習得知識・技術が活用されていることが確

認された。営農多様化に関しても、3モデルサイトのすべてにおいて、FOの下部委員会の活動を通

じ、農民は家庭菜園や畜産などの活動を導入している。また、インタビューでは、Kimbulwanaoya
及びRajangana で、農民が乾期の水田における作物多様化を試みたことが報告された。なお、全FO
において配水計画に基づく作付計画が策定・実施されており、農業投入材の共同購入システムも

導入されている。 
以上より、本成果は既に達成されたと判断される。 

 
表３－９ 農業生産に関する習得技術の活用状況 

Item Kimbulwanaoya Rajangana Kadurugasdamana
FO構成員数 173 300 54 
習得技術を活用した農民数 111 144 34 
割合 64％ 48％ 63％ 

出所：Achievement Grid of Activities and Indicators（プロジェクト作成資料） 
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成果4：モデルサイトにおいて、マーケティング・加工に関する政府職員と農民組織の能力が強

化・改善される。 
指標： 
プロジェクトの研修に参加した政府職員のうち、 

4-1 80％を上回る職員が「研修に満足した」と回答する。 
4-2 60％を上回る職員が、研修で学んだ技術や方法を少なくとも1つ、現場において実践す

る。 
3つのモデルサイトにおいて、政府職員によるファシリテーションや普及サービスの結果、25％
を超える農民が 

4-3 改善されたマーケティング・加工手段を少なくとも1つ、実行する。 
 

マーケティング・加工の分野において、プロジェクトでは市場情報や起業促進に関錬した研修

を実施しており、質問票調査の対象となった36名の政府職員の全員（100％）が、研修内容は満足

すべきものであり、習得内容を自らの業務に活用していると回答している。 
モデルサイトの農民はカシューナッツ、ライム、コメなどの加工とマーケティングに関する研

修を受講しており、これらの加工技術を活用した収入向上活動が計画・開始されている。 
以上より、本成果は既に達成されたと判断される。 

 
表３－10 マーケティング及び加工に関する習得技術の活用状況 

項 目 
Kimbulwanaoya Rajangana Kadurugasdamana

数 ％ 数 ％ 数 ％ 
FO加入者数 173名 300名 54名 
習得した加工知識を活用した農民数 130 75 157 52 25 46 
習得したマーケティング知識を活用した農民数 69 40 117 39 14 26 

出所：Achievement Grid of Activities and Indicators（プロジェクト作成資料） 

 
成果5：モデルサイトにおいて開発・改善された研修・ファシリテーション技術を、政府職員や

研修機関が、他の職員・機関に普及するためのメカニズムが提案される。 
指標： 

5-1 総合的研修プログラムが少なくとも１度実施される。 
5-2 モデルサイトにおいて開発・改善された研修・ファシリテーション技術を他の職員・機

関に普及するメカニズムを提案するためのワークショップが1度開催される。 
5-3 モニタリング及びフォローアップ研修の結果を総括するセミナーが少なくとも１度開

催される。 
 

本成果の指標となる活動は今般評価調査時点では未実施であるが、プロジェクトでは既に研修

活動のモニタリングや評価など、本成果達成に向けた準備活動を進めてきている。総合的研修プ

ログラム、ワークショップ及びセミナーの実施は2011年3月に予定されており、その詳細計画内容

については英文合同評価報告書Annex9に示すとおりである。これらの活動が予定どおりに実施さ

れる可能性は高く、本成果についても、プロジェクト終了時までに達成される見通しは高いと判

断される。 
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３－３ プロジェクト目標達成状況 

プロジェクト目標：農業生産性を向上させるために、政府職員と農民組織の能力向上を図る総

合的メカニズムが確立される。 

指標： 
1．研修を受講した政府職員の満足度が少なくとも50％となる。 
2．モデルサイトにおいて研修を受講した農民の、研修及び普及サービスに対する満足度が

少なくとも50％となる。 
3．モデルサイトにおいて農民組織の能力評価結果が少なくとも25％改善する。 
4．研修諮問委員会（TAC）が、作業委員会（WC）の支援により継続的に機能する。 

 
研修を受講した政府職員に関する質問票調査の結果では、研修への満足度は全体で99％となっ

ており、同調査における農民の満足度は100％に達している。モデルサイトのFOの能力評価の結果

についても、下表3-11に示すとおり、著しい改善がなされている。 
 

表３－11 FOの能力アセスメント結果 

項 目 Kimbulwanaoya Rajangana Kadurugasdamana
ベースライン調査時の得点 
（2007年11月） 

14.3 15.3 17.3 

現在の得点（2010年11月） 41.3 41.6 35 
増加率 189％ 172％ 102％ 

出所：Achievement Grid of Activities and Indicators（プロジェクト作成資料） 

 
中間レビュー調査の提言を踏まえ、プロジェクトではプロジェクト目標である、「農業生産性を

向上させるための政府職員と農民組織の能力向上を図る総合的メカニズム」の定義及び研修諮問

委員会（Training Advisory Committee：TAC）の役割強化に関し、日本・スリランカ側関係者によ

り構成される全国レベルの合同調整委員会（NJCC）を通じて関係者間の協議を重ね、英文合同評

価報告書ANNEX 10に示すとおり合意が形成されている。また、財務管理、灌漑、農業、畜産の各

分野で設置された作業グループ1（Working Groups：WG）は、研修活動の企画実施、マニュアルや

ハンドブックの策定に関する有益な支援を行ってきている。以上のことから、協力期間終了まで

にプロジェクト目標が達成される見込みは高いと判断される。 
 
３－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標：対象地域の農家世帯の農業所得が増加する。 
指標： 

1．対象地域の農家の農業所得を25％向上させるためのシステムが確立される。 
2．対象地域の農家の農業生産性を25％向上させるためのシステムが確立される。 

 
  

                                                        
1 同グループは当初「実務委員会（Working Committee：WC）」と呼称されていたが、2010年7月のNJCCにおいて名称が変更さ

れたため、本報告書ではWGと記載する。ただし、PDM上の表記については変更せず、従来の「WC」を踏襲する。  
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プロジェクトが試算したデータによれば、モデルサイトのサンプル農家における農業所得は、

下表3-12のとおり、平均で141％増加している。 
 

表３－12 モデルサイトにおける農民当たりの農業所得 

項 目 Kimbulwanaoya Rajangana Kadurugasdamana 平 均 
ベースライン調査時の農業

粗収入（2007） 
Rs. 77,464 Rs. 112,747 Rs. 114,717 Rs. 88,154 

農業粗収入（2010） Rs. 215,718 Rs. 194,331 Rs. 251,237 Rs. 212,615 
増加率 178％ 72％ 119％ 141％ 

出所：Achievement Grid of Activities and Indicators（プロジェクト作成資料） 

 
また、プロジェクトでは別途、イネと牛乳生産に関するデータを収集・分析しているが、自家

消費を主眼とする家庭菜園の活動に関するデータの収集は困難であった。下表3-13に示すとおり、

イネの単位収量はモデルサイトの農家平均では81％増加しており、地域全体との比較を勘案した

修正増加率も32％に達している。なお、牛乳の生産量については平均で624％の増加率となってい

る。 
 

表３－13 モデルサイトにおける農業生産性 

項 目 Kimbulwanaoya Rajangana Kadurugasdamana 平均

ベースライン調査時のイネの単位収量

（2007）t/ha. 
3.1 4.3 4.0 3.8 

現在のイネの単位収量（2010）t/ha 7.25 6.85 6.54 6.88
増加率 134％ 59％ 64％ 81％
対象稲作地域における技術普及地域の割

合 
60％ 30％ 43％ 40％

上記による修正増加率*（1） 80％ 18％ 27％ 32％
ベースライン調査時の牛乳生産量（2007）
リットル/日/頭 

1.1 0.9 0.3 0.76

現在の牛乳生産量（2010）リットル/日/頭 6.5 6.0 4.0 5.5 
増加率 491％ 567％ 1233％ 624％

注：（1）加重平均に基づき算出 
出所：Achievement Grid of Activities and Indicators（プロジェクト作成資料） 

 
これらのデータをみる限り、上位目標が達成される見込みについては一定程度期待できると考

えられるが、そのためにはプロジェクト終了後のスリランカ政府の関係機関の継続的な努力によ

って、同様の支援がプロジェクト対象地域全体に広がることが必要である。なお、第4章に詳細を

後述するが、協力終了後の持続可能性については、多岐にわたる実施機関の間で調整役割を担う

組織とその役割分担を特定することが求められ、かつ普及に必要な予算が確保されることが前提

条件となる。 
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３－５ プロジェクトの実施プロセス 

３－５－１ 意思決定とモニタリングのメカニズム 
プロジェクトの最高意思決定機関として、日本・スリランカ側関係者により構成される全国

レベルの合同調整委員会（NJCC）はこれまでに5回開催されており、プロジェクトの進捗と次期

計画内容の確認・承認が行われている。さらに、詳細な活動内容に関する協議の場として対象

地域のプロジェクト関係者から構成される、県レベルの合同調整委員会（District Joint 
Coordinating Committee：DJCC）が別途組織されており、日常的な運営に関する進捗確認や問題

の解決にあたっている。また、モデルサイトの建設作業期間中は、灌漑局長を議長とする灌漑

モニタリング会合（Irrigation Monitoring Meeting：IMM）が月例で開催されたほか、FOの代表や

灌漑局の現場監督（Work Supervisor：WS）など現場レベルの関係者が毎週会合をもち、進捗確

認や問題解決を図った。さらに、プロジェクト活動の技術的な側面に関しては、プロジェクト

実施関係機関や試験研究・研修機関関係者から構成されるTAC及びWGが支援する体制となって

おり、研修計画や技術マニュアル及びハンドブックの策定などに携わってきた。プロジェクト

事務所スタッフ間でも月例会合が開催されており、日常的なプロジェクト運営の問題や活動進

捗に関する情報共有が行われている。このような複層的な意思決定及びモニタリングの体制は、

多岐にわたる関係者間の調整を図るうえで効果的であり、プロジェクトの円滑な実施に貢献し

た。 
 

３－５－２ プロジェクト関係者間のコミュニケーション 
対象モデルサイト及び関係機関が散在していたこと、また、多数のカウンターパートや関係

者を擁する体制であったことは、プロジェクト活動に係る適時かつ正確なコミュニケーション

を確保するうえで困難をもたらす一因となった。遠隔地に配置されている、しかも多岐にわた

る関係機関の担当者との間では、会合の開催など直接的な接触による調整には限界があり、ま

た一部の関係者からは、カウンターパートがパートタイムの配置であったため、特に現地活動

において彼らの活動参加の調整に困難を来した例も指摘された。メールや携帯電話など利用可

能な手段のすべてを活用して、個別の関係者と頻繁に連絡を取り合うなど、活動の円滑な進捗

のためにプロジェクトチームが行ってきた努力は高く評価すべきものと考えられる。 
 
３－６ 各分野における活動と実績 

３－６－１ 灌漑（水利施設のリハビリテーション、水管理強化） 
（1）活 動 

水利施設等のリハビリについてはCAPワークショップを通して現地踏査による水利施設

及び農道の現状を把握し、改修の必要な範囲の特定、改善方法等について検討を行い、リ

ハビリテーションの実施計画を策定した。また、リハビリの実施にあたっては、FOによる3
カ年にわたる直営施工とし、オンザジョブ・トレーニング（on-the-job training：OJT）によ

りFOの水路、道路等の施工能力の取得/向上を図った。 
水路、道路等の維持管理についてはこれまで自作地前を個別に行われていたものを共同

作業とすることを基本とし、共有の施設であることの再認識を促した。水管理については、

灌漑技術（Inigation Engineer：IE）事務所等による研修を行うとともに適切な水管理を可能

とするため、末端水路ごとの配水計画を策定するとともに、末端水路管理グループ（Field 
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Canal Group：FCG）の設立、ゲート及び水位標の設置を行い、適切な水管理を可能なもの

とした。また、整備されたところから順次D水路、F水路の用水状況についてモニタリング

を行い、その結果を基に配水計画の見直しを行ってきている。さらに、Kimbulwanaoyaにお

いてはFCGが配水計画に則した取水を実施したことにより、副次的に下流FOへの通水量が

増加し関係改善がなされた。 
On-farmにおける水管理について、試験展示圃場を設置し適切な水管理が水稲の単収増加

及び節水を可能とすることを示した。 
また、CAPワークショップではGISにより水田、水路・ゲート、作付状況等をマッピング

した簡易な地図を示し、地区全体の水利状況についての認識力を高めた。また、水管理、

工事計画及び維持管理計画の策定においてもGIS地図を用いて合意形成の促進を図った。 
 

2）実 績 
2010年のO&M費の徴収率がベースライン調査時（2007年）よりKimbulwanaoyaでは52％

から95％に、Rajanganaでは70％から75％に、Kadurugasdamanaでは44％から75％に増加し

た。 
 

3）他地域への展開にあたっての留意点 
D水路は、リハビリがFOの直営工事として農民の共同作業として行われたことから、

共同による維持管理がなされているが、F水路の維持管理は以前と変わらず個別に行われ

ており、より効率的な水管理のためには、F水路においても関係者による共同作業による

維持管理作業をD水路リハビリと一体的に行うことが重要である。 
二期作を行っている場合には、工事期間が制約されることから、水路や道路の直営工

事にあたっては、FOの工事参加人数、能力等に即した工事量の決定に留意し、年次計画

を作成する必要がある。 
また、D水路、F水路の用水状況についてモニタリングを継続して行い、その結果を基

に配水計画の見直しを行う必要がある。 
 

３－６－２ 農民組織 
（1）活 動 

CAPワークショップを開催し、CAPを作成するとともにFOの活動を活性化するための専

門部会の設立を促した結果、3モデルサイトともに、灌漑部会、水田部会、家庭菜園部会、

畜産部会が設立された。 
リーダー研修、会計研修等を行いFOの中心となる人材の育成を行うとともに、各部会の

活動に係る研修を行い、各部会の活動を促した。各部会の活動に係る政府職員は、FO、部

会を訪問する頻度を高め、連携して細やかな支援を行った。このことにより、これまで疎

遠であった政府職員と農民のコミュニケーションが改善され、FOへの農民の信頼性向上、

FOの活性化が図られた。 
 

（2）実 績 
2010年のFO総会の開催数（通常総会の参加率）がベースライン調査時より、Kimbulwanaoya

では1回（12％）から4回（72％）、Rajanganaでは1回（10％）から2回（55％）、Kadurugasdamana
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では2回（25％）から4回（56％）に増加した。 
 

（3）他地区への展開にあたっての留意事項 
FOの活性化を図るためにはCAPワークショップ、部会活動及びリハビリ等の共同作業等

の導入が効果的であるが、導入のためには担当政府職員と農民の良好なコミュニケーショ

ンが不可欠であり、担当職員の頻繁な訪問と各専門部局の連携が可能となるような政府の

適切な体制の構築が必要である。 
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３－６－３ 農業生産 
（1）稲 作 

1）活 動 
a）組織強化と政府職員の能力強化 

農民グループ（農民組織下の最小グループでsub-committeeと称される）の能力強化

に先立って、再組織化と農民の講師となる政府職員の能力強化に係る活動が行われた。

組織化について、プロジェクト実施に先立って農民組織（FO）が既に設立されていた

が、組織的に弱体であった。そのためプロジェクトでは、FOの当事者意識強化に係る

会合を開催して、FOの組織強化・生産部会（Sub-committee）の設立・集落開発行動計

画（CAP）作成を行った。その生産部会のひとつが稲作農民グループである。次に、政

府職員の能力強化について、普及に係る技術系職員の能力強化研修が実施された。普

及について、Rajangana 灌漑地区は3県に及ぶために中央政府が普及を担当しているが、

Anuradapura県のKadurugasdamana地区とKurunegala県Kimbulwanaoya地区は北部州政府

と北西州政府の農業局がそれぞれ担当している。プロジェクトのWorking Groupにより、

これら関係州政府及び県の普及関係職員の研修ニーズを把握し、農業生産・流通加工

に係るすべての研修教材が準備され、研修が実施された。 
 

b）農民グループの能力強化 
能力強化は次の手順で実施された。 

    
① 土壌分析と施肥指導：GISプログラムの一環として灌漑局の土地利用課によって土

壌試料が収集され、灌漑局の稲作研究開発試験場（RRDI）によってそれら試料の

分析が実施された。分析結果は農業局の天然資源管理センター（NRMC）によって
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GIS地図に表示された。NRMCはGIS地図を基に施肥法と排水必要度に係る提案を

行った。これらGIS地図は農業局職員が稲作地帯の作付体系/作物多様化の適正を判

断するのに利用された。 
② 適正稲作品種の選定と優良種子の導入：農業局の専門家が適正品種及び優良種子

の選定と推薦を行った。同グループの農民は、プロジェクトが用意した回転資金

（Revoluing Fund：RF）を使って優良種子を導入した。RFによる種子購入は初回の

みであり、その後は同グループが自家増殖した。 
③ 技術パッケージの普及：普及員が農民野外学校及び共同作業（on-the-job training：

OJT）による研修を通じて技術パッケージを普及した。技術パッケージには深耕を

含む代掻き・肥培管理・雑草管理・葉色板の使用・総合防除などが含まれており、

共同作業及び圃場での展示によって農民に教授された。その際、新栽培技術とし

てのパラシュート播種法等及び普及手法としてのPD手法も導入された。 
 

2）実 績 
能力強化の結果、Kimbulwanaoya 地区ではベースライン調査時（2007年11月）と比較

して2009/10の雨期イネ単収が3.1 t/haから7.3 t/haに増加した。また、Rajangana地区では4.3 
t/haから6.9 t/haに、Kadurugasdamana地区では4.0 t/haから6.5 t/ha増加した。なお、これら

収量増加はサンプル調査の結果によるものである。 
 

3）考 察 
a）開発に係る優位事項 
① 技術普及が有効に実施されれば大きな単収増加が可能になる。 
② パラシュート播種法は農民に受け入れられて一般化しつつある。 
③ グループ活動による共同栽培が有益であることが農民に理解された。 
④ 乾期（Yala）は作物多様化の可能性が高い。 

 
b）開発に係る制約事項 
① 農民が栽培が容易であること・価格変動が比較的小さいことから稲作を志向する

ことは作物多様化を難しくする。 
② 稲作以外の作物に対する振興プログラムがないことは作物多様化を難しくする。 

 
（2）畜 産 

1）活 動 
a）組織強化と政府職員の能力強化 

稲作と同様に農民グループの能力強化に先立って、再組織化と農民の講師となる政

府職員の能力強化に係る活動が行われた。そして、FO傘下の生産部会のひとつとして

畜産に係る農民グループが結成された。 
 

b）農民グループの能力強化 
能力強化は次の手順で実施された。 
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① 生産意識強化に係る会合と視察旅行：農民グループのメンバーを対象に畜産の志

向強化のための会合と視察旅行が実施された。そのなかで、獣医と畜産改良普及

員が同メンバーを政府圃場に引率して畜産の重要性を紹介した。 
② 展示圃設置と研修：視察後、各地区で5農家を選択して展示圃を設置し、それらを

使って他の農民の研修が実施された。 
③ RFによる新品種牛の購入と人工授精：プロジェクトがRF初回資金を支給して高能

力品種牛の購入及び畜舎建築を図った。また、既存に使用されているウシについ

ては人工授精を行って優良牛の生産を促進した。 
④ 管理改善：牛乳の増産のため、普及員が農民に管理方法を訓練した。 
⑤ 飼料改善：新品種の飼料（草）を導入した。また、栄養改善のために農民が材料

を購入して配合飼料を生産した。 
⑥ 共同出荷：牛乳生産が増したために農民グループによる共同出荷が可能になった。

そこでプロジェクトが会社を紹介し、農民グループが会社と牛乳販売契約を結ん

で共同出荷が実現した。 
 

2）実 績 
能力強化の結果、Kimbulwanaoya地区ではベースライン調査時（2007年11月）と比較し

て2010年5月時点の畜牛飼養頭数は14頭から25頭に増え、牛乳生産性は1.1リットル/日/頭
から6.5リットル/日/頭に増加した。Rajangana地区では同期間に、畜牛飼養頭数は20頭か

ら50頭に増え、牛乳生産性は0.9リットル/日/頭から6.0リットル/日/頭に増加した。また、

Kadurugasdamana地区では同期間に、畜牛飼養頭数は6頭から15頭に増え、牛乳生産性は

0.3リットル/日/頭から4.1リットル/日/頭に増加した。 
 

3）考 察 
a）開発に係る優位事項 
① 牛乳増産は共同出荷を可能にする。 
② 牛乳価格は品質による標準価格表によって決まるので価格変動が比較的小さい。 

 
b）開発に係る制約事項 
① 畜産開発は畜舎改善・技術供与だけでなく高能力牛の購入及び畜舎建築のための

資金供与が必須である。 
② 農民の穀物生産志向が高く圃場が穀物生産に使用されることから、飼料用草地用

地が制限される。 
 

（3）家庭菜園の振興 
1）活 動 

a）組織強化と政府職員の能力強化 
プロジェクト実施前は家庭菜園に係る組織的振興は実施されていなかった。このよ

うに前提条件が農業生産と異なったが、実施は稲作・畜産と同様に、農民グループの

能力強化に先立って再組織化と農民の講師となる政府職員の能力強化に係る活動が行
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われた。そして、FO傘下の生産部会のひとつとして家庭菜園に係る農民グループが結

成された。 
 

b）農民グループの能力強化 
能力強化は次の手順で実施された。 

① 生産意識強化に係る会合と視察旅行：農民グループのメンバーを対象に家庭菜園

振興のための会合と視察旅行が実施された。視察では、専門技術員と農業改良普

及員が同メンバーを家庭菜園振興計画が成功している地域に引率した。 
② 展示圃設置と研修：展示圃場が設置され、農民訓練が実施された。展示圃場数は

農民グループに属するメンバー数によって決定された。訓練では、農民は圃場計

画作成・間引法を教授された。また、土壌保全法の重要性・堆肥製造・土地の最

大利用も教授された。 
③ RFによる資材購入：農民がRFを用いて資材を購入し、研修で教授された管理を実

践した。 
④ 共同出荷：生産余剰が販売できる程度の生産規模になった場合、普及員とプロジ

ェクトは農民の共同出荷を促進した。 
⑤ 資材の共同購入：販売量が増した段階では、農民がRFを用いて資材を共同購入し

てコスト削減を図った。 
 

2）実 績 
バナナ・パパイア・トウガラシ等の新規作物が導入されて収入が増加した。例えば、

Rajangana地区のパパイア栽培の場合、8農家が家庭菜園で平均12万6,000スリランカ・ル

ピー（Rs.）/農家の収入を得た。 
 

3）考 察 
a）開発に係る優位事項 
① 家庭菜園は小規模であるため、資金的支援なしに技術普及だけで生産増加できる

可能性がある。 
 

b）開発に係る制約事項 
① 出荷能力の小規模性と家庭内消費が優先であることは、生産地域の拡大と共同出

荷を難しくする。 
② 家庭菜園の生産物は価格変動が大きい。 

 
３－６－４ マーケティング・加工 
（1）活 動 

1）組織強化と政府職員の能力強化 
農業生産と同様に、農民グループの能力強化に先立って再組織化と農民の講師となる

政府職員の能力強化に係る活動が行われた。能力強化では、プロジェクトが農業改良普

及員にベースライン調査・集落行動計画策定・プロセス文書化（Process Discription：PD）
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手法・指導者育成と集落開発・企業開発に係る研修を実施した。そのうち、企業開発は

北西州政府の産業サービス局に研修を依頼し、農業改良普及員と農民に対して市場計

画・生産計画・組織財政管理計画を含む企業開発について研修を実施した。 
 

2）農民グループの能力強化 
能力強化は次の手順で実施された。 

① 意識強化に係る会合と視察旅行：これら会合と視察は農業生産に係る活動の一環と

して実施された。 
② 事業計画作成のための情報カタログの準備：農業改良普及員により流通加工に係る

計画/実施法を解説した簡易カタログが作成された。 
③ 研修の実施：農業改良普及員により、簡易カタログを用いて流通加工に係る研修が

実施された。流通に関しては最適価格時の販売・共同販売・共同購入等に係る研修

が、加工に関してはコメの加工品・乾燥ライム・カシュー加工品・乳製品に係る研

修が実施された。 
④ 共同販売・共同購入の促進：プロジェクトと農業改良普及員により、牛乳・パパイ

アについて共同販売・共同購入の促進活動が実施された。 
 

（2）実 績 
グループ共同購入によるコスト削減と加工は貯金増加と資材費の削減をもたらした。例

えばKadurugasdamana農民組合の稲作グループ（22名）の例では、イネ種子の共同購入によ

って表3-14に示すコスト削減が得られた。 
 
表３－14 Kadurugasdamana農民組合のイネ種子の共同購入によるコスト削減額 

コスト項目 個々で購入した場合 共同購入した場合 節減したコスト額 

種子の運搬費 
Rs 60*×140ﾌﾞｯｼｪﾙ 
= Rs 8,400 
 

Rs 4,500 
（トラックを借りて運

搬） 
Rs 3,900 

肥料・農薬の購入費 
70ｴｰｶｰ当たりRs 
153,000 

Rs 117,260 
（23％値引き） 

Rs 35,740 

計   
Rs 39,640 
（1農家当たりRs 1,801）

注：*FOは単位ﾌﾞｯｼｪﾙ当たりRs60を農家から運搬日として徴収する 
出所：ICIM 

 
（3）考 察 

1）開発に係る優位事項 
① 政府による資金供与もしくは肥料補助が実施される場合は共同購入の推進は容易で

ある。 
② RFの償還期限が長いので出荷時期を調整することで販売価格を上げることができ 

る。  
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2）開発に係る制約事項 
① 仲介業者が個々に訪問購入すること・補助金等の共同購入のためのインセンティブ

がないことから、コメの共同販売を推進することは比較的難しい。ただし、価格等

の情報共有は一般に行われている。 
 

３－６－５ 農業普及 
（1）活 動 

1）組織強化 
プロジェクトでは既存のFOの当事者意識強化に係る会合を開催して組織強化を図り、

さらに農民グループが設立され、農業生産・流通加工に興味のある農民がこれらグルー

プに参加した。そして、各グループのニーズを確認するためのベースライン調査と集落

行動計画策定ワークショップが開催され、グループ活動事項の明確化と集落行動計画策

定がなされた。これら事項と計画は、知識・技能の普及だけでなくRFの準備とそのモニ

タリング・評価が内容として含まれる。 
 

2）普及員の能力強化 
農業と畜産に係る普及員は方法展示・コンテスト開催・農民野外学校等の通常の普及

方法を適用する能力はあるが、実施方法については多少弱点がある。 
① 視聴覚普及教材（写真・スライド・映画）は研修センターでしか適用されていない。 
② 情報通信手段が限られており、電話は農民からの支援要請だけに使用され、相談の

手段としては活用されていない。 
③ 新聞等の公共メデｲアは一部を除いては活用されていない。新聞による普及も限定的

である。 
④ 講義・相談・カウンセリング等の通常の技術移転能力について専門技術員はすべて

を保持しているが、現場の普及員は必ずしも十分保持していない。 
 

本評価調査の聞き取りでは、Kimbulwanaoya地区を担当する農業改良普及員の一人は約

2,000農家を、畜産改良普及員は256農家を、Kadurugasdamana地区ではそれぞれ1,500～
2,500農家と1,300農家を担当していた。すなわち、普及員数が不足していることがいえる。

ただし交通手段については、両地区でインタビューした4名の普及員のうち、2名の農業

改良普及員と1名の畜産改良普及員は自動二輪車を使っており、他の1名の畜産改良普及

員は自動二輪車を持っていないが他の普及員の車両を活用しているように、多くの普及

員は移動手段を保持している。この状況で普及を強化するため、本プロジェクトでは次

の2つの方法を採った。 
 

① 農民グループの設置：個々の農民に対するのではなくグループに対して普及するこ

とで、普及員は一度に多くの農民に普及することができる。 
② 普及能力の強化：「リーダーシップと集落開発」及び「PD手法」の研修は農業生産・

加工流通に係る普及員の能力強化に役立っている。特にPD手法は、Kurunegala県と

Anuradhapura県のカウンターパートへのインタビューで、現場の普及員が有効な普及
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手段のひとつとして認識していると報告された。 
 

この結果、本プロジェクトで研修を受講した普及員は、農業・畜産・加工流通に係る

技術・知識の普及を効率的かつ効果的に実施した。さらに、本プロジェクトの採用した

ニーズ/需要調査に基づく農民の能力強化方法がこれら普及員の能力強化と総合されて、

普及が強化された。すなわち、本プロジェクトで適用したアプローチと方法はPD手法以

外はスリランカ既存のものであったが、それらを総合化したことが既存の普及アプロー

チを個々に用いるよりも大きな成果をもたらした。具体的には次の点が総合的アプロー

チの特徴としていえる。 
① グループに対する普及：現場の普及員は個々の農民ではなく農民グループへ技術普

及を行った。 
② ニーズの総合化：農業関連活動による収入増加に係るすべての必要事項がワークシ

ョップで明らかにされ、それらを総合化した計画が策定・実施されたことが実績の

増加に貢献した。例えば、市場流通が農業生産と組み合わされて強化されたことで

収入がさらに増した。 
③ 普及員の動員：農業改良普及員・畜産改良普及員が動員され、プロジェクト対象地

区外に多少の影響が出たが、プロジェクト対象地区への普及員の訪問回数は増えた。 
④ 回転資金支給条件の緩和：プロジェクトでは既存の回転資金よりも支給条件を緩和

した結果、普及した技術・知識の活用が強化された。なお、回転資金のモニタリン

グ・評価システムを確立したことも、同活用強化に貢献している。ちなみに既存の

政府の回転資金は対象が肥料と種子に限定して総コストの50％しか供与されないが、

プロジェクトの回転資金は対象を限定せずに総コストの80％～100％が供与される。

また、貸付期間も政府回転資金は6カ月だが、本プロジェクトではコメは6カ月だが

畜産と家庭菜園は減却期間が2年間と長い。 
⑤ 関係者間の関係強化：ワークショップ・研修等の活動を通じて異なるレベルと部署

の政府職員と農民らの間の関係が強化された。 
 

（2）実 績 
農業生産（畜産を含む）・加工流通に係る技術・知識が約400農民に普及され、その農家1

戸当たり平均粗収入がベースライン調査時（2007年11月）と比較して2010年の調査では2.4
倍に増加した。収入の基礎は前述のサンプル調査による。 

 
（3）考 察 

1）開発に係る優位事項 
① ICIMモデルはグループ・アプローチが普及効率とその持続性を強化することを証明

した。 
② 政府の肥料配布システムはFO結成を義務づけているのでグループ参加の動機づけと

して活用できる。 
③ 一部に不足はあるが、普及員の交通手段はある程度確保されているといえる。 
④ 普及員は普及手法・方法・教材に関しての問題はない。 
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⑤ 普及員等の講師としての能力に関する研修内容としてICIM研修カリキュラムは有効

である。特にPD手法は有効である。 
⑥ プロジェクトの研修に参加した普及員の能力は開発されている。 

 
2）開発に係る制約事項 
① 最前線の普及員（農業改良普及員・畜産改良普及員）の数は対象農家数に対して不

足している。 
② 現場の普及員のプロジェクト対象地区への動員は、他に普及効率強化対策を行わな

い場合、対象外地区への普及サービス低下をもたらす。 
③ 農民のグループ化は農業研究生産機構（Agricultural Research and Production Assistance：

ARPA）が実施することになっているが、その活動は機能的でない。 
④ 農業普及予算が限定的である。 
⑤ 既存の信用供与の規模及び条件の制約は普及された技術の適用を制限する。 
⑥ プロジェクトで能力強化した普及員のプロジェクト外の地区への異動はプロジェク

トへの研修効果を低下させる。 
 
３－７ 中間レビュー調査の提言への対応 

2009年11月に実施された中間レビュー調査においては、協力期間後半のプロジェクト活動の円

滑な実施に向け、技術的側面及び運営管理上の側面に関する17の事項が提言されている。今般調

査において、プロジェクトがこれらに対応するための努力を行ってきたことが確認された。その

詳細な内容については英文合同評価調査報告書ANNEX 11に示すとおりである。 
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第４章 評価結果 
 
４－１ 評価5項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性 
以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いものと評価される。 

 
（1）スリランカ政府の政策・制度等との合致 

スリランカ政府の国家開発10年計画であるMahinda Chintana（2006-2016）においては、農

業開発が経済発展と貧困削減の重要な要素として重視されている。灌漑・水資源管理省の

灌漑局や灌漑管理部など本プロジェクトの実施機関の政策や計画においても、小規模農家

の農業生産に対する支援は重視されている。プロジェクト実施期間中にこれらの政策的方

向性に変化はなく、本プロジェクトの方向性は依然としてスリランカ政府の政策、制度と

合致している。 
 

（2）日本の開発援助政策との整合性 
日本の対スリランカ国別援助計画においては、貧困削減と社会各層間の貧困格差の是正

が重点分野とされており、農業及び農村開発は貧困削減に向けた協力戦略のひとつに挙げ

られている。同様に、JICAの2009年の国別事業実施計画のなかで、農業セクターは重点分

野のひとつに挙げられており、本プロジェクトは社会経済格差の解消を目標とする「農漁

村・地方開発プログラム」に位置づけられている。これらの観点から、本プロジェクトと

日本の政府開発援助政策及びJICAの国別事業実施計画の整合性は確保されていると考えら

れる。 
 

（3）プロジェクト・デザインの妥当性 
乾燥地域における農家世帯の農業生産性及び所得の向上に対するニーズは高く、政府職

員と農民組織双方の能力向上を狙いとする本プロジェクトは同ニーズに対応している。ま

た、能力向上のための総合的なメカニズムの構築によって地域的な広がりを意図するとい

うアプローチを採用した本プロジェクトの枠組みは、将来的な灌漑農業の促進に向けた適

切なフレームワークであったといえよう。 
 

（4）受益者ニーズとの整合性 
対象地域において、インタビュー対象となった農民からは、プロジェクト開始以前には

組織的な活動がほとんどなく、灌漑用水の配分にも非効率であったため、低生産性と低所

得が問題であったことが報告された。モデルサイトの農民は、プロジェクト活動の灌漑施

設改修を通じて配水が改善され、FOとその下部委員会（部会）の組織活動を通じて営農活

動が著しく改善したことを高く評価しており、FOや下部委員会（部会）の代表者はこれら

の便益を継続拡大するための活動に積極的に参加している。以上のことから、本プロジェ

クトは受益者ニーズに十分に合致したものであったと考えられる。 
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４－１－２ 有効性 
以下の検証から、プロジェクト実施の有効性は高いといえる。 

 
（1）プロジェクト目標達成度 

プロジェクト活動に参加した政府職員と農民はプロジェクトによる研修機会の提供を高

く評価している。研修への満足度及び習得知識・技能の活用の度合いは高く、プロジェク

トによる能力強化の有効性を示唆している。総合的メカニズムについても、これまでに共

通理解を醸成するための関係者間協議が行われ、定義やその実現に向けた対応策について

の整理がなされている。これらに基づき、プロジェクトが効果的かつ実施可能なメカニズ

ムを提案できる可能性は高いと判断される。プロジェクトでは残る協力期間内にプロジェ

クトが提案するメカニズムの実行に向けた調整と協議を継続する予定であり、プロジェク

ト終了時点までに本目標が達成される見込みは高いと考えられる。 
 

（2）プロジェクト目標達成への成果の貢献度 
本プロジェクトの目標である「農業生産性を向上させるための政府職員と農民組織の能

力向上を図る総合的メカニズムの確立」には、農業生産性の向上に向けた能力強化という

側面と、メカニズムの確立という側面がある。前者に関しては農民組織の運営管理、灌漑

施設及び水管理、農業生産、加工及びマーケティング分野での能力向上を図る成果1から4
が対応しており、後者は前章でみたとおり、現在実施準備が進められている成果5の達成に

向けた諸活動が対応する形となっている。したがって、プロジェクトの成果がプロジェク

ト目標に至る論理性は妥当なものであり、各成果とその相互関連がプロジェクト目標達成

に大きく貢献していると考えられる。 
 

（3）プロジェクトの有効性に対する貢献要因 
プロジェクトが採用したグループ・アプローチは、政府職員と農民の双方から有効性が

高いと評価されている。グループを基盤とする活動には、政府職員にとっては農民に対す

るサービス提供が容易になるという利点があり、農民にとっては個々人では得られない集

合的な便益へのアクセスが確保されるという利点がある。 
また、本プロジェクトへのスリランカ人専門家の配置は特筆すべき要因である。広範な

プロジェクトの活動領域と、限られた数の日本人専門家の投入にかんがみ、プロジェクト

によって雇用された4名のスリランカ人専門家のプロジェクトへの貢献は大きかったと考

えられる。 
 

（4）プロジェクトの有効性に対する阻害要因 
モデルサイトが広範囲に散在していたことと、各モデルサイトへの物理的なアクセスの

問題は、プロジェクトの日常的な活動運営に困難をもたらした。プロジェクト関係者のモ

デルサイト訪問の頻度及び活動への関与の確保は少なからぬ時間と経費を要するものであ

った。プロジェクト関係者、特に専門家の努力によりプロジェクト活動進捗や成果達成へ

の直接的な影響は回避できたが、これらはプロジェクトの目標達成に対する阻害要因とな

り得た問題として留意すべき点であると考えられる。 
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（5）外部条件の変化による影響 
プロジェクトの実施過程に致命的な影響を及ぼすことはなかったが、協力期間中、以下

の2つの外部条件に変化があった。1つはコメの販売価格が2006年から2008年にかけて高騰

したため、農民がコメの生産を優先させ、メイズなどの作物を導入する営農多様化への取

り組みに対する農民の参加意欲が減少した。また、2009年の乾期における干ばつは特に

Kimbulwanaoyaサイトのコメ生産を阻害し、作付面積の30％以上が収穫できないという事態

に至った。このことは、モデルサイトにおけるオンザジョブ・トレーニング（on-the-job 
training：OJT）の実施プロセスと営農活動に関するデータ収集にとっての阻害要因となった。 

 
４－１－３ 効率性 

本プロジェクトの運営において、日本・スリランカ側双方の投入、活動はおおむね成果の達

成に効果的に結びついているが、一部の投入に関しては問題も指摘されており、本プロジェク

トの効率性は中程度と判断される。 
 

（1）投入による成果の達成度 
1）専門家の投入 

日本人専門家については、派遣の時期、専門分野ともに適切であった。カウンターパ

ート、プロジェクトのその他関係者との関係性も良好であったことから、その活動によ

る投入効果は高いものであった。また、なお本プロジェクトにおいては日本側の予算に

よるスリランカ人専門家も配置されており、プロジェクトの成果達成に貢献した。 
 

2）機材の投入 
供与された機材は量・質ともに過不足のないものであり、ほとんどが良好な状態で管

理され十分に活用されている。カウンターパートやその他のプロジェクト関係者は、既

にこれらの機材の活用・維持管理に必要なノウハウや技術を習得している。 
 

3）カウンターパート研修 
カウンターパートの本邦研修の内容及び期間は適切であった。研修に参加したカウン

ターパートは、研修内容について、プロジェクト活動のみならず、将来的なおのおのの

業務遂行に際しても有用であると高く評価している。ただし、一部のプロジェクト関係

者からは、スリランカ政府内部の事情によって、プロジェクト前半の2年間に研修が実施

できなかったことについて、プロジェクト活動に必要な専門的知識・技術の習得の観点

のみならず、カウンターパートの意欲やコミットメントをより早い段階で発現させると

いう観点からも残念なことだったというコメントが寄せられた。 
 

4）スリランカ側の投入 
土地、施設については、プロジェクト事務所及び付帯設備が提供されており、円滑な

プロジェクトの運営に貢献してきた。カウンターパートについては、中央、州、県から

多数の人員が配置された。当初は各組織において取りまとめの役割を果たすカウンター

パートが指定されることになっていたが、それが十分には機能せず、調整が困難になっ
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た側面がある。また、特に現場レベルのカウンターパートの一部の配置に遅れが生じた

ことは、プロジェクト開始当初の活動に若干の影響を及ぼしたことが指摘されている。 
 

４－１－４ インパクト 
本終了時評価調査では、プロジェクトの活動に関連し、ポジティブな効果、影響が確認され、

ネガティブな効果、影響は特定されなかった。灌漑施設及び水管理の改善による農業生産性と

所得の向上、組織運営の改善などが見込まれることから、上位目標達成へのインパクトはやや

高いと判断される。 
 

（1）上位目標の達成に向けたインパクト 
プロジェクトの上位目標に向けたインパクトに関しては、農業生産性と農家世帯の収入

という2側面から確認する必要がある。今般調査においては、配水改善とFOの下部委員会（部

会）活動の導入によって、農民の営農活動が改善され、農家世帯に追加的な収益をもたら

していることが確認された。FOや下部委員会（部会）の代表者は水管理、灌漑施設維持管

理、生産活動に関してこれらの便益を継続させるべく積極的に組織活動に取り組んでいる。

したがって、本プロジェクトにおいては、上位目標達成に向けた正のインパクトが発現し

ていると考えられるが、上位目標の実現のためには、スリランカ政府関係機関により、本

プロジェクトと同様のアプローチ、手法・技術が対象地域全体に普及するための努力（多

岐にわたる実施機関の間で調整機能を担う組織とその役割分担の特定、普及に必要な予算

確保）が前提となる。 
 

（2）プロジェクト実施によるポジティブ・インパクト 
今般調査を通じ、参加農民のレベルにおいて農業生産及び所得の面で正のインパクトが

発現していることが確認された。下部委員会（部会）によってさまざまな活動が導入され、

農民は収量増加や追加資本の獲得などの便益を得ており、世帯の経済状況が改善している。

また、これらの直接的な便益のみならず、受益者レベルでは、グループとしての組織的活

動の重要性認識や農民同士の関係改善、自らの活動に対する自信や外部組織との関係構築

など社会的なインパクトも発現している。さらに、受益者のインタビューにおいて、近隣

地域への波及、例えばKimbulwanaoyaサイト下流のFOが、同サイトの配水改善が下流にも便

益をもたらすとして、同サイトのリハビリ事業に自主的に参加した例や、FO構成員が近隣

地域の農家に対し、プロジェクトを通じて習得した新たな農業生産技術を指導した例など

も報告された。 
なお、灌漑局地方事務所（Regional Office of the Department of Irrigation：RDI）が現在、プ

ロジェクト成果の試行的展開を、モデルサイト以外の6つのFOを対象として開始しているこ

とは特筆に値しよう。プロジェクトではDJCCを通じて関係機関との議論を行っており、こ

れら試行的普及サイトへの間接的な支援を行っている。 
 

（3）プロジェクト実施によるネガティブ・インパクト 
今般の終了時評価調査において、特記すべきネガティブ・インパクトは報告・特定され

なかった。 
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４－１－５ 持続性 
以下のとおり、本プロジェクトの持続性の見込みは中程度と判断される。 

 
（1）政策及び制度的持続性 

農業生産性の向上と政府職員・農民の能力向上の必要性は現在の実施機関の政策や計画

において重視されており、今後ともその政策的な方向性の継続が見込まれることから、本

プロジェクトの政策的持続性は高い。制度的な持続性に関しては、モデルサイトで実施さ

れた活動をいかに他地域に展開するかという点で今後さらに留意すべき点が残っている。

プロジェクト目標に掲げられた「総合的メカニズム」について、既に合意された定義が明

確化されているが、多岐にわたる実施機関の間で、プロジェクトがこれまでに果たしてき

た調整役割を担う組織と役割分担の特定が今後の課題であると考えられる。以上のことか

ら、本プロジェクトの政策面での持続性は高いが、制度的な持続性を確保するためにはス

リランカ側のさらなる努力が必要であると判断される。 
 

（2）組織及び財政的持続性 
プロジェクトの活動はすべて、実施機関の組織体制に沿って、彼らのマンデートの範囲

内で実施されている。プロジェクトに参加した組織・機関はプロジェクトが実施した各分

野の活動を組み込めるようなおのおのの活動計画を有しているが、それら異なる機関の活

動を統合するような仕組みづくりが将来的な持続性に関する課題となっている。おのおの

の組織の財源が限られていることから、プロジェクト終了後の現場活動が、日本側ローカ

ルコスト負担を含めたプロジェクト実施時の投入に比して圧倒的に小規模なものとなるこ

とは必然であり、規模縮小が予想される。これらの要因は実施機関側の組織及び財政的持

続性に関する問題点として指摘できよう。 
一方で、モデルサイトのFOと下部委員会（部会）に関しては、既にさまざまな研修を受

けた役職員と構成員が活動経験の蓄積を有することから、一定程度自立的に活動を継続し

ていける見込みがあると考えられる。FOの財務・会計は適正に処理されており、下部委員

会（部会）を通じて運営されている回転資金の管理も適切であり、資金運営が継続できる

見込みは高い。したがって、受益者レベルでの組織及び財政的持続性は高いと判断される。 
 

（3）技術的持続性 
本プロジェクトで導入された技術は、生産性向上に資することが確認された基本的な技

術である。農民による技術適用の割合が高いことが示唆されており、農民が継続的にこれ

らの技術を活用する意向も確認された。FOの運営や灌漑施設及び水管理に関しても、必要

な技術・技能を習得した農民が実際の運営管理の経験を蓄積していることから、今後彼ら

がこれらの組織的活動を継続していく見込みは高い。また、政府職員のレベルでも、研修

受講者の大半が、彼らの通常業務の範囲において習得技術を農民に継続的に指導できると

自信を表明している。以上のことから、本プロジェクトの技術的継続性は高いと判断され

る。 
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４－２ 結 論 

合同評価調査団は、プロジェクト活動が遅延・障害なく実施され、期待された成果がおおむね

得られたことを確認し、今後の継続的な努力によって、プロジェクト目標は協力期間内に成功裏

に達成されるものと結論する。よって本プロジェクトはR/D記載の期間をもって終了するものとす

る。 
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第５章 提言及び教訓 
 
５－１ 提 言 

５－１－１ プロジェクト終了までに実施すべき事項 
（1）成果5の確実な達成に向けた取り組み 

前章までに既述のとおり、プロジェクトの5つの成果のうち、「政府職員・研修機関が、

改善された研修・ファシリテーション技術を普及していくメカニズムの提案」という成果

は現時点では未達成である。今回調査においては、プロジェクトがワークショップを開催

予定であり、既に実現可能で効果的なメカニズムを提案するための準備活動を進めている

ことを確認した。今後プロジェクトには、メカニズムを機能させるための適切な政府機関・

研修機関を特定し、それぞれの役割を明確化するために、関係機関との一層の協議・検討

を行うことが求められる。 
 

（2）プロジェクト目標の確実な達成に向けた取り組み 
プロジェクト目標の達成のためには、スリランカ政府内でプロジェクトが提案する「総

合的メカニズム」に含まれる職員や組織に関して慎重な検討を行い、役割を特定するとと

もに、そのメカニズムを機能させるために必要なリソース（人員・財源）を確保すること

が肝要である。またこれに関連し、プロジェクト事務所及び供与機材の将来的な活用計画

についても早期に議論・決定することを提言する。   
 

（3）プロジェクト活動実施上の留意点 
プロジェクトが策定するマニュアル及びハンドブックの最終化にあたり、技術リソース

となる組織の連絡先やウェブサイト情報などを含めることは将来的な利用者の利便に資す

るものと考えられる。また、参考文献や出典を明記することは著作権の保護の観点からも

重要である。 
プロジェクトでは中間レビュー調査の提言に沿って、マーケティングと加工分野のさま

ざまな研修を実施しており、これらの研修を受講した農民は現在それらの知識・技術を活

用した収入向上活動を開始ないし計画している。したがって、これらの研修成果の確保の

観点から、プロジェクトには、FO と下部委員会（部会）によるマーケティング・加工関連

活動の実践を推進するような働きかけを行うことが求められる。 
 

５－１－２ プロジェクト終了後に実施すべき事項 
（1）上位目標の確実な達成に向けた取り組み 

プロジェクトの上位目標達成のためには、プロジェクトが実施した活動が一体化されて

対象地域の他の政府職員・FOに普及されることが必要である。したがって、スリランカ政

府には、プロジェクト終了後も継続的にプロジェクトの成果を活用・普及していくことが

求められる。その具体的な方法として以下が想定される。 
① 短期的取り組み：マニュアルやハンドブックなど、プロジェクトの具体的な成果品の

関連機関による研修活動への即時利用 
② 中期的取り組み：各関係機関の既存の計画や活動へのプロジェクト成果の一部ないし
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修正コンポーネントの組み込み 
③ 長期的取り組み：プロジェクトが実施した全活動の総合的な実施 

    
スリランカ政府は既に独自の取り組みとして、対象地域内の4灌漑地区の6つのFOを対象

とした試行的展開を開始しているが、それらの経験から将来的な普及にとって有用な示唆

が得られるよう、これらの試行を計画どおりに実施・モニタリングすることは極めて重要

であると考えられる。 
 

（2）プロジェクト成果普及のための制度的位置づけを有する専任の調整機能及び財源確保の

必要性 
プロジェクト成果の実際の普及に際しては、制度的な取り組みが必要である。異なるレ

ベルの多様な政府機関の所掌範囲に含まれる活動がパッケージとして提供されることが重

要であるため、これらの多様な農民へのサービスを調整する役割が必要とされる。したが

って、関係機関間及び農民との調整を図る役割を制度的に担う、専任の調整機能を配し（政

府職員・農民・その他関係機関の総合化のため、異なる政府レベルと部署の調整を行う一

定権限をもった常設の政府職員配置等）、かつ必要な予算を確保することが、将来的な普及

を確実にするためのスリランカ側の取り組みとして不可欠である。  
 

（3）プロジェクト成果の継続的なモニタリングと評価 
モデルサイトにおいては、農民の便益の向上というプロジェクトの成果が顕著に発現し

ている。優れた取り組みや効果的な活動運営を継続させ、さらなる便益を農民にもたらす

ため、実施機関及びJICAによる継続的なモニタリングと評価が行われるよう提言する。  
 
５－２ 教 訓 

５－２－１ FO構成員間の便益の公平な分配  
今般調査において、モデルサイトのFOがいずれも円滑かつ効果的に運営されていることが確

認された。組織に帰属しているという意識や組織所属によりもたらされる利益に対する農民の

評価は、FOの継続的な運営に資するものであるが、その観点から、回転資金が円滑に運用され、

原資の増加と受益者数の増加をもたらしていることは重視すべき点である。このように、組織

からもたらされる恩恵が構成員間で公平に分配されることは、FOの組織的求心性と運営管理改

善の促進につながると考えられる。   
 

５－２－２ プロジェクト実施に係る情報の公開 
今般調査のインタビューにおいて、プロジェクトが活動実施に係る情報を公開しているとい

う透明性、例えば、灌漑施設改修の工事経費が看板に示されていたこと等が、関係者の間で高

く評価されている。このような情報開示は、プロジェクト実施過程において、受益者の信頼獲

得に貢献するものであり、特に援助事業に関する情報の不足や意図的な操作によって起こり得

る潜在的な対立を回避するという観点からも有用な方策であると考えられる。  
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